
行政刷新会議 (第11回)

議 事 次 第

1.開 会

2.国 丸ごと仕分け (行政事業レビュー)に ついて   |

3.事 業仕分け第3弾 にういて

4.独 立行政法人等及び政府系の公益法人についての事業仕分けの評価結果

を踏まえた見直しの検討状況について

5.規 制 ・制度改革に関する分科会の今後の進め方について

6:公 共サービス改革の進め方について

7.‐閉 会         :

資料 1   平 成 22年 度における 「国丸ごと仕分け」(行政事業レビュー)

の取組と今後の課題にういて                  :

資料2-1 事 業仕分け第3弾 について (案)             .I

資料2-2 ワ ーキンググルニプの設置について (案)

資料2二 3 評 価者名簿 (国会議員)(案 )

資料2-4 事 業仕分け第
′
3弾の評価対象の選定の考え方 (案)|

資料2丁 5 民 間評価者の選定の考え方 (案)

資料2-6 事 業仕分け第3弾の当面の進め方について (イメTジ )

資料3-1 「 事業仕分け第2弾 (前半)」の評価結果を踏まえた各府省の見

1   直 し等の状況について (独立行政法人)

資料3二 2 各 独立行政法人の予算要求の状況          ‐

資料3二 3 「 事業仕分け第2弾 (後半)」の評価結果を踏まえた各府省の見

直し等の状況について (政府系公益法人)

資料4-1 「 規制 ・制度改革に関する分科会」の今後の進め方
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資料 4-2 「 規制 ・制度改革に関する分科会の設置について」及び 「ワー

キンググルニプ (WG)の設置について」の一部変更について (案)

資料 5二 1 公 共サービス改革の進め方について

資料 5-2 公 共サニビス改革分科会の設置について (案)      .

参考資料 1 行 政昴1新会議議員名簿
′参考資料 2 公 開プロセス対象事業の点検結果の平成23年度概算要求への反
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資料 1 ‐

平成 22年 9月 30日

行政昴1新担当大臣

蓮 肪

平成 22年 における 「国丸ごと仕分け」(行政事業レビュァ)の

取組と今後の課題について

「国丸ごと仕分け」(行政事業レビユニ。以下 「レビ三■」とぃぅ。)

は、第 6回行政刷新会議 (3月 11日 )における決定に基づき開始され、

ここまで、行政刷新会議の適切な関与の下でt各 府省の取組が行われて―.‐

きたところである。

レビュTは 、各府省が二斉に自らの所管事業を点検するという過去に|  |

例がない取組であることから、来年から本格実施することとし、本年は|  |

試行的な取組として実施してきた。  1  1              1

今般、各府省における今年の点検作業が終了し、その結果の平成 23   1

年度予算概算要求への反映状況の公表も行われ、二連の取組に区切りを

迎えたところである。このため、行政刷新会議として今年の取組全体を   ,

振り返り、来年からのレビュァの本格実施に向けた課題を整理すること   |

としたい。       .

これを別添 「平成 22年 における 『国丸ごと仕分け』(行政事業レビ   |

ュー)の 取組と今後の課題 (案)」としてとりまとめたので、本日の本   |

会議においてご審議の上、ご決定いただければ幸いである。 |       |



(別 添 )

:`     平
成 22年 における

「国丸ごと仕分け」(行政事業レビュ■)の 取組と

今後の課題

(案)

平成 22年 9月 30日

行 政 ‐刷 新  会  議
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(1)国 が企画立案する事業について、国民の税金が無駄なく効果的に使われているかを

検証して問題点を実り出し、早急に見直しを行うていくためには、各府省が所管する

事業の執行実態を把握することが極めて重要である`し かしながらヽ 昨年の事業仕分

けの結果、全体的に各府省の把握は十分でないことが明らかになった。

実態把握が不十分なままで事業の検証が十分に行われることはない。このような状

態で予算要求が行われるならば、非効率で効果の低い事業が温存されることになる。

(2)我 が国の逼迫した厳しい財政状況は、このような非効率 ・低効果の事業の温存を許

さない。昨年 11月 に行われた事業仕分けにおいても、このような事業を見直すため

の厳しい議論が行われたが、第5回行政刷新会議 (平成22年 1月 12日 )に おいて

指摘があったように、予算要求の段階から十分な検討・見直しが行われていない場合、

予算査定の段階での削減努力には限界がある6. |

(3)以 上のような問題意識に立脚して、行政刷新会議は、その適切な関与の下で、

① 各 府省自らが、自律的に、

② 予 算要求前の段階において、

③ 原 則全ての事業について、予算が最終的にどこに渡り (支出先)、何に使われて

いるか_(使途)と いった実態を把握し、国民に明らかにした上で、

④ 事 業仕分けの手法も用いながら事業の点検を行い、その結果を予算の概算要求や

執行等に反映させる

取組である行政事業レビュ■ (以下 「レビュニJと ―いう。)を 本年から開始した。

この取組は、事業仕分けの内生化 ・定常化を図り、1国の事業全体を仕分けることと

なることから、「国丸ごと仕分け」とも言うべきものである。

また、各府省が自律的に行うこの取組を毎年徹底して繰り返すことにより、コスト

の削減や政策効果の高い事業の立案に向けた霞ヶ関の意識改革tす なわち 「仕分けマ

インド」の定着につながることも期待される。

(4)レ ビューのように各府省が一斉に自らの所管事業を点検する取組は過去に例がない

ものであることから、本年を試行とし、来年から本格実施することとしている6本 報

告は、来年からの本格実施に向け、平成22年 における今年のここまでの取組を振り

返りながら、レビューの実効性を確保していくための課題と対応方向を整理したもの

である。              |
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(1)取 組の流れ

平成22年 のレビュ■は、概ね以下の日程により実施された。

3月 際 6回行政刷新会訓 (11日 )

〔:レビュニの実施1決定〕

卜府省において予算監視・効率化チ■ムを設置
|(～
4月上旬)|

|卜行動計画の策定作業を開始するなどレビユー
ーの作業に着手|

4月 際 7回行政刷新会議 (8日)             |
‐

〔:各府省の行動計画の報告、公開プロセスの基本島なル
ニル了承〕

第8同行政刷新会調 (20日 )

〔
・各政刷新会議

‐
が選定す1外部有識者の選定基準了嵐〕 ‐

5月 第 9回行政刷新会訓 (lo日 )

.   [i曇
,1`:尋ま菫壁'T言F露罫碁曇者決L〕 ‐

‐   E府 省における公開|プロセスの翼祠 (26日～6月15日) |

lo月 第 lo回行政昴1新会議,(15日)

||[91【|:12模11言1[屏ξ:鼻』}‐‐|‐‐
卜府省におけるレビューの中間取りまとめ|(下旬)

[云奮〕:tl縁進重:基彗11基断11lLレら着点:鍵』.|
7月:隔政事業レビュTシートの公表 (上旬 (一部中旬))       ´

各府省における事業の最終的な点検作刹 (～8月下旬)

レビユーシート (最終版)の8月

‐
2 -
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評成 23年 度予算概算要求への反映状況の公表 (下旬ん9月上旬 (―蔀下旬))

9月 悌 11回 行政刷新会謝 (30日 )              '  、

〔
・平成?2年 の取組1今後の課題の整理)    |

(2)実 施体制     |

レビユーは、各府省の予算監視 ・効率化チーム (以下 「チ‐ム」というし)を 申心

に行われた。これは、「予算編成等の在り方の改革について」(平成21年 10月 23

日閣議決定)及 び 「予算監視 ・効率化チ…ムに関する指針」(平成22年 3月 31日

内閣官房国家戦略室)に 基づき各府省に置かれたものである。チームは副大臣をトッ

プとし、外部有識者の参加も得ながら、各府省の大臣1官房長、会計課長等をメンバー

`として構成されるのが基本である。

(3)事 業実態の把握 (行政事業レビューシートの作成)

① 各 府省が事業の実態を十分に把握し、国民に対してゎかりやすく示すためt行 政

刷新会議事務局 (以下 「事務局」という。)か ら提示した様式に従い、各府省にお

いて行政事業レビュ=シ =卜 (以下 「レビュァシT卜 」という。)が 作成された:

② レ ビ三―シートには、

|ア 事 業所管部局が、事業の概要や予算 ・執行額のほか、事業実態を十分把握する

ことを前提に、自己点検の内容 (支出先 ・使途の把握水準 ・状況、(当該事業の)

見直しの余地)、資金の流れ、費目・使途などを記載するとともに、

イ さ らにtチ ームが、事業所管部局の自己点検の内容等を精査した上で、事業執

行において見直すべき点や概算要求へ反映すべき内容等について所見を記載する

こととした。

このような手順を経ることで、府省内で事業に対して二重のチェックを実施した

上で、最終的に当該事業の概算要求額を決定するようにした。

③ レ ビュTシ ユトの作成に当たつては、各府省においてt今 回の点検の対象となる

事業単位の整理を行った。事業単位の整理は事業の執行実態の把握を前提に行うも

のであることから、把握できる直近の年度 (本年であれば21年 度)の 事業につい

て行った:こ の結果、人件費や庁費などの事務的経費、国債費、地方交付税交付金

などを除き、最終的に合計5, 383通 のレビユーシートが各府省において作成 ・

公表された。

1 3 -



(4)外 部の視点を活用した点検

国の事業を客観的にチェックするため、公開プロセス、レビューシートの公表等を

通じて、外部の視点を取り入れた事業の点検を実施した。これにより、これまで各府

省内部で行われてきた予算要求の検討プロセスの透明性が画期的に高まった。

① 公 開プロセスの実施

ア 5月 26日 から6月 15日 にかけて:各 府省においてt合 計 169の 事業につ

いて外部有識者による点検が公開の場で行われた (公開プロセス)l.外部有識者

はt対象事業について府省側の説明者と質疑を行い、その内容を踏まえて、「廃

止」tr抜本的改善J、「‐部改善」などの評価を評価シ=卜に記入した:外部有識

者の評価の集計の後、とりまとめ役として参加している当該府省の副大臣や大臣

政務官 (例外的に大臣官房長等)が最終的な評価結果のとりまとめを行つた。

イ 公 開プロセスの対象事業については、レビュー対象事業のうち、次の基準を考

:慮して各府省が選定した。(なお、公開プロセスの対象として相応しくないと判

断された一部の事業については、事務局からの指摘で差し替えが行われた。)

i)、事業の規模が大きく、または政策の優先度の高いもの  |

五)長 期的、継続的に取り組んでいる事業などでt執 行方法や制度等に関して、

改善の余地があるもの

iii)事業の執行に関して、過去に内外から問題等が指摘されているもの

市)そ の他、公開の場で外部の視点による検証を行うことが有効と判断されるも

の                    |

ウ 外 部有識者については、そのおよそ半数を各府省のチームに参加する者とし、

残りの半数及び議論のコ‐ディネーターとなる者を行政811新会議が指名する者と

することにより、議論の外部性の確保に努めた。

工 評価結果182(※ )の うち、「廃止」が46、 何らかの 「改善」を求められ

たものが136と なり、「現状通り」は0であつた:       ‐

※ い くつかの事業でメニュー毎に細分化して評価を行うたため、事業数 (169)を 超える数

|となった。

② 横断的な点検の実施

.各 府省のチームにおいて、公開プロセスの中で明らかとなつた見直しの視点も活

用しながら、公開プロセスの対象とならなかった他の事業の横断的な点検を実施し

‐4-



た (おおむね7月～8月)。

③ 行政事業レビューシートの公表          ‐

ア、レビューシートについては、各府省において、     |
・:事業所管部局が自己点検欄まで記入した段階で一度公表し、国民からの意見

1募集を行つた上で (おおむね6～ 7月)、
・ チームの所見及び翌年度要求額を記入レたものを最終版として概算要求に際

して公表した (8月下旬～9月上旬)。   l        r

イ こ のような手順を経ることにより、国民の視点も活用しながら事業の点検を行

うことに努めた。

(5)点 検結果の平成 23年 度予算概算要求への反映

① レ ビュTの 点検結果を着実に来年度予算の概算要求に反映し、その結果を公表す    |
べきとの行政刷新会議からの要請を踏まえ、各府省では概算要求に際して:行 政事    |

業レビューシートの最終版と 「行政事業レビ■■点検結果の平成23年 度概算要求    |
への反映状況について」を公表した。(8月 下旬～9月上旬 (二部下旬))

② こ の資料等を基に事務局において集計したところ、点検対象となった平成21年     |

度の事業5,383(レ ビューシート数の合計)の うちt「廃止Jが 471、 「改善」    |

が 2, 210で あり、「廃止」・「改善」による平成23年 度予算概算要求への反映    |

額は約 1.3兆 円に止るぢ(※)                   .      |

※1 「廃止」は、レビューの点検の結果、23年度概算要求におぃて廃止されたものである。(レ     |

ビュ‐の点検以前に21年度末までに廃止されたものは含めていない。)           |

2 「 改善」は、「廃止」以外でレビューの点検の結果、何らかの見直しが行われたものである。|

(各府省が 「廃止」と結論付けていても、実際の廃止が数年後 (段階的廃止)に なるものに     ,

ついては、ここでは 「改善」として整理している。また、執行面等の改善であつたたあ、23

年度概算要求の金額に反映がなされていないものを除いている。)

③ 行政刷新会議は、今後、各府省における点検が十分なものとなっているか、点検

結果が的確に概算要求に反映されているか等について引き続きチ主ックを行い、更

に見直しの余地があると考えられる事業については、事業仕分け第3弾 (再仕分け)

の対象とする。 ,

‐
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今年の取組の成果や問題点を客観的に把握し、来年以降のレビ五■の充実につなげて

いくため、公開プロセスを終えた時点において、事務局から、各府省のチニム又はチT

ム事務局の役割を担う会計課等にレビュ■の取組に関する所見を求めるとともに、行政

刷新会議からの指名により各府省の公開プロセスに参加していただいた外部有識者にレ

ビユニに関するアンケ‐卜を行うた。

(1)レ ビューの取組に関するチーム等の所見 (所見の提出時期 :6月 上中旬)

① レ ビューの実施主体である各府省からはt取 組の意義を積極的・肯定的に評価

する見解が以下のように数多く寄せられた。

【実態把握に関するもの】
・フロー図等により、これまで各担当者が把握していた資金の流れや使途がニロ

で把握できるようになった。   |                  ‐

・可視化により、これまで必ずしも留意.していなかった諸点について、認識が深

まるとともに、その適正性等を判断する上で重要な材料となった。

口`資金の流れ、費自・使途の実態把握により:契 約方法の妥当性、目的達成のた

|め の手段としての適切性等の問題点がより明確化される。

・レビューシートを作成することによって、調達方法 (競争入札 ・随意契約)の

実態が明らかにされ:今 後、事業の見直しをする際の参考になうた。

・担当部局の把握水準が案件、部局、支出先の情報開示状況等によってまちまち

であることが明らかになり、把握水準め改善を指摘されるケース1散見された。

このことにより、担当部局が予算の支出先や使途等の把握に今まで以上に意を

用いるようになり、更には効果的 ,効率的な予算執行に向けた不断の見直しを

行うことが期待される。     |

【公開プロセスに関するもの】

・従来はあまり外部の視点で検証されていなかった行政内部の業務について、外

部の視点で検証する良い機会となつた。

・それぞれの事業の在り方や予算の執行に関してt評 価者の国民目線に立った率

直な意見 ・提言を受けたことにより、今後の事業運営の在り方等を再検証する

とともに、改善点等を洗い出すために有意義であった。

,予算執行の在り方、執行後の事業の効果等についても、説明責任が求められ、

‐
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国民の視線にさらされることを、すべての職員が改めて認識する契機となうた。
・どのような方策を講じれば、より安価で効率的な予算が苛能となるのか、国民

目線に立つた執行を強く認識することができた。
こ公開プロセスの場において案件の説明を行うことにより、担当部局における担

 ヽ 当 案件についての把握水準が格段に向上している。 |

【公開プロセスの対象とならなかった事業の見直しに関するもの】
・公開プロセスの対象とならなかうた事業についても、チ‐ムにおいて、各局課

案による実態把握についてのヒアリングを実施し、見直しを行う。
・「独立行政法人が行う事業の横断的な見直しについて」等を踏まえ、独立行政

法人・公益法人向け支出について、レビュ■において検証することとしてぃる。

【概算要求等への反映】
‐庁内の予算要求ヒアリングにおいて、レビユニの実施結果を踏まえて説明を行

うよう指示するなど、レビュー結果の概算要求への反映を徹底して行う。
・公開プロセスで得られた各事業の見直しの視点については、公開プロセス対象

事業に限らず全事業的に応用。

・公開プロセスにおける評価結果及び自己点検による見直しの結果について、本

年度の執行にも可能な限り反映させることとしたい。  |
・レビューシートを概算要求用資料としてそのまま活用することにより、レビュ
ー結果を確実に予算に反映する。     |      ‐

1事業の概算要求を検討する段階から、その事業を行った場合に期待される効果

やその把握方法についても併せて検討する必要がある。

【職員の1意識改革】 (
・今般の取組を内生化 ,定常化すべく、概算要求を行うまでのァつのプロセスと

して関係部署に広く理解を求めてまいりたい。        ´
r今回の取組は、予算執行・予算要求に携わる者の意識改革を促すものであり、

今後もこの意識改革が更に職員に浸透するよう努めたい。

【その他】

1行政事業レビュニ結果の政策評価べの反映など、政策評価との連携を強化する

こととしている。
・政策のPDCAサ イクルのアクション機能の強化に資するものと認識してい

|  る :
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② 一方で、レビューの充実に向けて、1‐レビュニシートの改善や公開プロセスの準

備:職員の意識改革などに関し、次のような意見も寄せられたところである。

【レビユーシ■卜の改善】

・行政事業レビュァにより検証すべき点として 「政策自体の必要性」や 「政策実

現手法の有効性 ・効率性」も排除しないのであれば、レビューシ■卜に事業仕

分けと同様に「成果目標」や 「成果実績」についても記載してはどうか。
・使途`支出先の把握に加え、各事業の目標達成度合いについても十分把握して

いく必要がある。

・シユト中にt当該事業の政策全体の中での位置付け等についても明記できれば、

議論の出発点を共有できるのではないか。

・レビユーを実施する事業に含まれる個別の事業についてtサブシートを作成しt

事業内容の把握、自己点検等をより詳細に行った:

【公開プロセスの準備】      ‐

・事前の勉強会については、1日程がタイトとなり:必 ずしも十分な時間をとるこ

とができなかつた。当省としては、外部有識者の事前勉強会は、当該事業の理
｀
解を深める意味でも、極めて重要と考えており、この点について、早期に外部

有識者を選定するなど、改善してまいりたい:      ‐

【職員の意識の向上】

:自律的な改革のプロセスを定着させるためには、職員の認識や意欲の喚起を更

に求めていく必要があると考えられる。

【その他】

・本年度のレビュニは、試行として実施したところであり、手さぐりの状況で作

業を行わざるを得ず、レビューの実施に伴う事務作業が過大となったこと等も

踏まえ、来年度以降については、実施方法についての工夫等、
'事
務作業の効率

‐ 化 についても検討していく必要があると思われる。
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(2)外 部有識者へのアンケー ト結果

行政刷新会議の指名により各府省の公開プロセスに参加していただぃた外部有識者

の方 (延べ63人 )に 、公開プロセスを中心とした各府省のレビューヘの取組につい

てのアンケートの回答を依頼したところ (回答期間 :7月 23日 ～8月 5日 )、41

通の回答が寄せられた。回答結果と主な御意見は以下のとおり。

Ql 公 開プロセス対象事業は、公開の場で議論するのに適切なものが選定されてい

たか。

【回答結果】

1 大 半の事業が、公開の場で議論するのにふさわしかつた6・ ・、・・●●23人

2 ふ さわしいものとそうでないものが半々程度だったし・・・・・・:・12人

3 大 半の事業が、公開の場で議論するのにふさわしくないものだもた。・・3人

4 そ の他 口・L・ ・.。 。‐.1● ●●●・ご・・・...口 .・ ・・・3人

このように回答者の過半数 (23人 )の 方から、対象事業の大半が公開チェック

にふさわしいものであつたとの回答が寄せられた`
ヽ一方で、

・果たして1時間かけて議論するだけの価値があるのかどうかというものはあつた
・インパクト (支出額や社会的な効果)が 小さなものが多く、このために多くの人

が準備をし議論するのはもったいない

というた意見が寄せられた府省があつた。

Q2 行 政事業レビューシ■卜及び添付資料は、事業の検証を行う上で必要十分だっ

たか。(特に、資金の流れ、費目・使途など)

【回答結果】                     |

1 必 要十分な情報が提供されていた。・・・・・・●●●●●●●●●●・2人

2 お おむね十分な水準であつた。・・・・_・・・0・ 0・ ・・・・000 15人

3 必 要な情報が不足しているケ■スが多かつた。・・・・・・・:・ ・・22人

4 そ の他 B,・・・■●●●●・・・`・ 。,1..・ ・・・・・・・・ ・2人

「必要十分」、「おおむね十分」と回答した方も多くいた (合計17人 )が 、過半数
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(22人 )の 方が 「必要な情報が不足」、と回答した。これに関連して、いくつかの府

省に対し、

・形式的な情報のみであり、検証を行うための情報が大幅に不足

0事業の具体的中身や客観的外部評価などの情報が不足‐

`添付資料は一般的な事業概要のものばかりで、その事業に関わる費用対効果につい

ての客観的数値が載っていないものがほとんど

0どの事業も政策目標に対して成果がどのような形で得られているのか (定性的でも

1定量的でも)の 報告が明確でなかつた

・繰り返し行われる定型的な質問に対する答えをあらかじめ書いておくと時間の節約

になるのでは

といった改善を求める意見が数多く寄せられている。

Q3 行 政事業レビ三ニシートの 『自己点検』欄では、財政資金の効率的・効果的な

支出の観点から、十分な見直し内容が記述されていたか。

【回答結果】                    ‐

1 +分 な見直し内容が記述されていた。・`・・・0000006・ ・・・●3人

2‐十分な見直し内容が記述されているものとそうでないものが半々程度であうた。

,・ ・・・・・・・・0,・ 0,・ ・・'° ・・'・ ・・・●,・ ・●i4人

3 見 直し内容の記述が不十分なものが多かった。・0,0000000● 23人

4 そ の他 0,・ 00000■ ●・00・ ・o o o:● :....|..。 0人

過半数 (23人 )の 方から、「見直し内容の記述が不十分なものが多かつた」との

回答が寄せられた。これに関連して:

・何故、これを予算化し、実施しなければならないかについて、十分な説明とは思え

ないものが多い。‐度、予算化するとその正当性を書いているような感じがする

・十分な検討 ・準備の上で記述されていたようには思われない

0効率的 `効果的な取り組みへの視点は示されていたが、あらゆる角度からの考察で

はないように思えた |                        '

との意見が寄せられた府省があつた。

「方で、

。当初想定していた以上に、問題点が上げられ:そ の見直し内容が記載されていたと

思われる

・この程度のものが提出されていれば、それを前提に、さらなる見直しの議論が可能
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となる

との肯定的な意見が寄せられた省 (厚生労働省)も あった。

Q4 各 府省による事前勉強会において、十分な情報提供が行われていたか。

【回答結果】

1 議 論をする上で十分な情報提供がなされていた,・
・・・`・ .....5人

2 +分 な情報提供がなされている事業とそうでないものが半々程度だった:
°・°・1・ ・・°・00・ 0・ ・・0000000・ ■・0,0° ・11人

3 議 論をする上で十分な情報提供が行われていなかった`000・ 00,07人

4 そ の他 ・・・・・・・・・・●●:00.。 .。 `..`.。 。。。.5人

事前勉強会に出席された方 (延べ28人 )の うち、 11人 が 「十分な情報提供がな

されている事業とそう、でないものが半々程度」、7人が 「議論をする上で十分な情報

提供が行われていなかった」と回答している。これに関連して、少数の府省について

ではあるが、

・一方的に事業の必要性だけを訴えるケースが多く、現状についての問題意識が全く

示されない事業が多かつた

・勉強会の途中で:会計課長 (事務局注 :チニム事務局の実質的な責任者)が事業の

必要性を説明するなど、何のための事前韓強会か理解できなかったも同省の官房自

体が、行政事業レビユ■の意味を理解していないのではないか

との厳しい意見が寄せられている。

Q5 各 府省が選定した外部有識者の方々には、事業を通切に検証する姿勢が見られ

たか。

【回答結果】

1 行 政刷新会議側と同じかそれ以上に積極的に検証を行う姿勢を見せていた。
・・・00000・ 000・ ・・・・・・O o O●0`..● ..・ ・18人

21-部 に、事業の検証に消極的な姿勢を示す有識者がいた6° °°°°・13人

3 ほ とんどがt事 業の検証に消極的な姿勢を示す有識者であった。・・0・5人

4 そ の他 ・・・・・●●●●●・・・・00・ 1・ ・・::・ ・・・・・5人



「行政刷新会議側と同じかそれ以上に積極的に検証を行う姿勢を見せていた」と回

答した方が18人 だった二方で、「一部にt事 業の検証に消極的な姿勢を示す有識者

がいたJ、「ほとんどが、事業の検証に消極的な姿勢を示す有識者であうた」と回答し

た方1が合計18人 いた。これに関連し、特定の省について、

・明らかに特定事業の関係者と思われる方もおられたもその間翠点は、その事業の評

価にバイアスがかかるだけでなく、大体がワン・イシユニの方なので他事業につい

てはほとんどコメントがない (関心が持てない)こ とだと思う

との指摘があった。 |

Q6 公 開プロセスの対象事業について、評価結果取りまとめは適切に行われていた

.か。

【回答結果】  |        ′

1 議 論と評決を踏まえて、結論が明確に示されていた。・・・・0‐ :● ●26人

21 議論や評決の内容に照らして、結論が不萌確な場合があったも・・・・・8人

3 議 論や評決を十分に踏まえず、取りまとめ役の判断による取りまとめが行われ

るケースがあつた。・・・・・00000・ ・・00・ 0・ 0・ 300● 07人

4そ の他 (評価シートの在り方など)000・ ・10・ °7・ °■●・●・°0人

大多数の方 (26人 )が 「議論と評決を踏まえて、結論が明確に示されていた」と

回答されたがt一 方で、「議論や評決の内容に照らして、結論が不明確な場合があう

た」(8人)、「議論や評決を十分に踏まえず、取りまとめ役の判断による取りまとめ

が行われるケTスがあった」(7人)と 口答された方もいた。これに関連して、少数

の府省ではあるが、                    !

・事業の廃止が多数を占めてt るゞのにもかかわらず、その結果を選ばないケースがあ

つた
・多数決で結果を決めるというル■ルをどこまで徹底するべきであるのかなど、今後

の課題が残った

との意見が寄せられているも

Q7′ 公開プロセス当日の運営は適1切に行われていたか。

【回答結果】
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特に問題なく適切に行われていた。

日程や時間割に改善の余地がある。

000・ 00・ 00000032人

4人

6人会場の設営に改善の余地がある。

その他 ・0000・ 00・ ・・ヽ・:・ ・・・・°・0・ 0・ 1・ D● ●2人

大多数 (32人 )の 方が:「特に問題なく適切に行われてぃた」と回答されている:

その他寄せられた御意見

上`記のほか、各府省のレビユーについて数多くの貴重な御意見が寄せられているが、

そのうち、全府省に共通するものとして注目すべき指摘は以下のとおり:

【全体の中での事業の位置づけの明確化】

:(公開プロセスの対象事業の選定の妥当性に関し)全 事業を提示いただしヽた上で対

象事業を議論したわけではないので、率直なところ分からないしただし、少なくと

も、全予算がどのような事業に割り振られているのか_そ うしたマクロ的な図表が

あれば、個別事業の評価にも―より適切な判断が可能になると思つた。
・全体的な制度設計の一翼を構成する事業を、個別の事業単位で規模の妥当性・実施

の是非を議論することに難しさを感じた。これに類似する問題として、担当課単位

でレビューを実施し、何らかの指摘を行ったとしても、当該担当:課だけでは判断・

決定できない事項が多<、その点も今後の課題となると感じた:
・全省を通じて、予算全体のマスタープランや各省横断的に類似の事業があるや否や

のチェックリストなどが存在しない、あるいはリクエストしても作成しないのにはt

シヨックであつた。         |

【質疑の工夫】

・質問する評価者の側にはl① 自分の意見を述べず、質問に徹すること、②事業目的

の当否は間わず、目的達成の手段としての妥当性を論じるのだということを徹底す

るとよくなる。他方、説明者の側は、「はい」か 「いいえ」で答えられる質問に対

して無関係な回答を続け、結局、最終的に 「はい」か 「いいえ」かわか、らないケT

スが散見されたので、こういうことのないように徹底すべき。

【対象事業の選定】

・そもそも出す側もやめるべきと思つているような事業は1評価する側も時間の無駄

１

２

３

４
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を感じてしまうのでt極 力避けた方がいいように思う。インパクトが大きく、判断

としては止めさせるべきだが、世論ないしは利権団体の反対が強いようなものに限

うて、議題に載せるのがよいように思う。

・複数省庁にまたがっているプロジェクト (予算)が あるが、これは1つのプロジ土

クト (省庁横断)で やらないと意味がないのでは?省庁内でのプロジェクトについ

|ても同様で、‐つ二つを取り出すのではなく、可能な限り関連したものをまとめて

レビュTし ないと、効果が半減するのではないかと思われる。

【評価シ■トベの記入方法】

・評価シートの作成方法及び記入方法に工夫が必要.特に、事業評価の冒頭において|

コ■ディネータ守は、評価シニトの判断項目のそれぞれの意味を再確認すべきでは

ないか。 ―

【評価結果のフオローアップ】
・(事業仕分けやレビュ■により評価した)事 業のその後が気にかかる。国民として

も知る必要があることなので、事業評価が次年1度予算に生かされているかどうか、

内閣府 〈行政刷新会議事務局)と して分かりやすい形で公表すべき。    .

【継続的実施の必要性】

。今回は、初1回、各省庁も慣れない部分があるように思えた。事業の精査はもちろん

重要であるが、それ以上に、職員の意識改革の効果があったように思える。この意

識の改革は、レビューを継続して実施することで、進展するものと思われる。
・事業仕分けを含め、回を重ねるごとに、(省庁側と外部有識者の)議論のすれ違い

が少なくなってきたように思える。継続することが何よりも重要。
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現在、事務局において、1各府省のレビューの結果とその平成23年 度概算要求への反

映状況についてチ土ックが行われているところである。今後、なお精査を―要するが、少

なくとも各府省は、以下の点について説明責任を十分果たす必要がある。

(1)チ ームの所見において 「一旦廃上して、必要性を検証すべき」のように結論づけら

れている事業について、類似めものが、23年 度概算要求において、名称が異なる新

規事業の一部として要求されている例がある。必要性の検証を十分行ったのが、従来

事業とは何が違うのか等。         |

(2)チ ニムの所見において、「一旦廃止するが、政策目的はご理解いただいた」などと

記述されている事業について、23年 度概算要求において、別事業として要求されて

いる例がある。政策目的達成のために真に効果的・効率的な事業に変わうているか等::

(3)レ ビューの結果を踏まえ事業のメニューの‐部を廃止 ・改善したとされている■方

で、事業全体では23年 度要求が大きく増加している例がある:何 故、廃止や改善を

,反映した減額要求が行われなかつたのか等6

(4)事 業仕分けやレビューの公開プロセスにおいて、「他事業と再編 ・統合し、効率的

な事業実施に努めるべき」と結論づけられた事業について:統合後の要求額が統合前

の各事業の予算額の合計より増えても`る例がある。真に効率的な事業となっているか、

「統合効果」をどのように発揮しようとしているのか等。

(5)チ ームの所見において、「所期の目的を達成したため、22年 度で廃止する」とさ
・

れ、実際に廃止された事業について、どのような成果が上がったのか等がシート(「実

施状況」欄や 「自己点検」欄など)に 記述されていない例がある:そ もそも当該事業

はどのような成果を見込んで開始され、それがどの程度達成されたのか (達成度)等。

(6)過 去の事業仕分けや公開プロセスの対象となった事業について、仕分けの結果を十

分踏まえた見直しが行われていないと考えられる事業がある。また、その他の事業に

ついて、行政刷新会議や各府省自らがレビューの中間とりまとめで示した横断的な見

直しの基準に基づぐ点検を十分に行っていないと思われる事業がある。これらについ

て、何故十分な見直し・点検が行われていないのか等。
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1今年の試行的な取組は一定の成果を上げたものと考えられるが、一方で、来年からの

本格実施に向け:レ ビューの実効性を更に確保する観点から解決すべき課題を、以下に

掲げる:こ れらの課題への対応策についてはt今 後、事務局において検討を行い、来年

のレビューの作業が開始されるまでに結論を得ることとする。  |

(1)レ ビ:ユ=シ ートについて

① レビュ■シートに盛り込むべき事項

ア 本年の試行に際しては、執行実態の把握を重視し、資金の流れ、費日・使途を

各府省に詳細に記述してもらうことを優先したため、レビユニシートに成果目標

等に関する数値自標等に関する情報を記載する欄を設けなかったところである。

イ T方 で、レビューシ‐卜については、更なる情報を追加する必要があること、

特に政策目標やその達成度、費用対効果などに関するデータの必要性を指摘する

― 意見が外部有識者からも寄せられているところである。

ウ 外 部有識者の御指摘や、レビューの試行結果の評価も踏まえてt今 後は、成果

目標や達成度、費用対効果等のデニタ、過去の事業仕分けやレビ三二の結果を踏

まえて見直したとされている事業の予算の減額/増 額要因などについても記載さ

れたシ■卜とすべきである。

工 ま た、総務省においては、シートに加え独自の 「横断的点検シート」を別途作

成し、事業所管部局が自ら事業のチ土ックを行えるような工夫を行つており、数

多くある事業を効率的かつ自律的に点検するには有効な手法と考えられる。来年

1以降、さらに実効性のある自己点検を行うという観点から、総務省の取組を参考

にしつつtチ ェックリストの作成を検討すべきである。      |

② レ ビュニシート作成の範囲
｀ア
1本
年は:事 業執行の実態を把握するため、把握可能な直近年度である平成21年

度の事業を対象にレビュ■シートが作成された。

イ これにより、事業執行の実態は、以前と比べて相当明らかとなったが、例えば、

「21年 度限りで廃止した」とされている事業について、本当に「付け替え」や 「看

板の掛け替え」などが行われていないかについては、22年 度に新規に措置された
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'事
業に関する情報がないため、検証が困難であった。

ウ さ らに、国民に対して国の事業の全体像を示すという観点からも、執行途上の事

業であつても、できる限リシ■卜を作成し、事業の存在を示すことが必要である。

ェ こ のため、来年からはt執行実態を把握する対象となる年度の翌年度の新規事業

についてもt事業概要を中心に記入可能な情報をレビ三ニシユトに記入し、必要な

チェックが行えるようにする必要がある。       |

③ レ ビューシートヘの記載の充実

ア レ ビ三―は事業の執行実態の把握を前提に行われるものであり、把握した情報を

端的に表すために「資金の流れ」欄と「費目・使途」欄が設けられたところである。

イ 特 定の府省 (農林水産‐省、経済産業省など)においては、この趣旨をよく理解し、

非常に詳し〈両欄の記入が行われたb一方で、他の府省においては、記入が必ずし

も十分とは言い難いシートも多数見受けられたところである。(例えば:特 段の理

由なく支出先の個別名称が記載されていない例、事業のメニユァごとに資金の流れ

が記載されていない例、入札方法等についての記入がない例、「複数支出先プロッ

ク」の上位 10者 の資料の添付がない例、「費目=使途」欄で支出先で何に予算が

使われたのかの記載がなかつたり、あっても不十分な例など。)

ウ こ のような不十分な記述はt執行実態を点検するというレビュ‐の主旨を没却す

るものであることから、十分な記述ができていない府省に対しては、予算が最終的

に誰に渡り (支出先)、どのように使われているか (使途・費目)を 国民にわかり,

やす<示すよう求めるべきである。

(2)公 開プロセスについて

① 公開プロセスの対象事業     ‐

ア 公 開プロセスの対象事業については、外部有識者から、概ね公開の場で議論す

るのに相応しいものが選定されていたが、支出額や社会的な効果が小さなものが

含まれており、原則1時間という議論の時間がもつたいないとの指摘があった。

イ ー方で、いくつかの府省 (農林水産省、国土交通省)においては、事業規模の

大きいものや政策の優先度の高いもの、これまでオァプンな場ではほとんど議論

されてこなかったものなど、国民の目に直接触れる形で議論するのに相応しいも
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―のが選定され、実際の議論も充実したものとなった。

ウ 今 後は、1公開プロセスの場を十分活用できるようt対象事業の選定に当たって

は、2(4)① イの i)～ 市)の 基準に該当するもののうち、特に事業規模や社
'会的な効果の大きさに留意して選定を行うべきであるしまた、公開プロセスの対

|.‐象として相応しいかどうか、引き続き事務局がチェレクを行うべきであるよ

ェ な お、多数の外部有識者による事業の点検が行われる公開プロセスの対象事業

は、できる限り多い方が望ましいことはいうまでもない。T方 でt前 年度予算の

執行額が概ね明らかになるのが5月中下旬以降であること、新規事業の検討にも
1時間を割く必要があること、概算要求組替え基準が出た後は取りまとめに向けた
｀
作業に集中せぎるを得ないこと等から、公開プロセスが実施できる期間と対象事

業の数には■定の制約があるも限られた時間を有効に活用する観点からも、公開

プロセスの対象となる事業の選定に当たっては、十分な吟味が必要である。

② 各 府省の外部有識者の選定方法

ア 今 年のレビュニにおいては、各府省のチームに参加している外部有識者の方を

活用して事業のチ土ックが行われた。また、公開プロセスの実施に際し、多くの

府省においてチTム の外部有識者が追加されるとともに、行政刷新会議から指名

された外部有識者も加わって議論が行われた。

イ し かしながら、各府省で選定された外部有識者の中には、もともと公開プロセ

スヘの参加を念頭において指名されたのではない方や、
｀
長く当該府省の政策決定

に携わってきた方、「仕分け」の趣旨の理解が十分でないと思われる方が含まれ

ていたことから、府省によつては、議論そのものに戸惑つておられる方、政策論

|に力点を置いて議論を展開される方などが時に見受けられた。

ウ こ のため、来年以降は、各府省が外部有識者を選定するに当たっては、公開プ

ロセスの場において外部の日で厳しく事業をチェックすべきことを事前に徹底す

.る 必要があるとともに、そもそも従来から当該府省の政策決定に携わる等の関わ

りがあった方ではなくt関わりがなかった方が選定されるようにすべきである。

また、一部の府省で、特定事業の関係者が公開プロセスの外部有識者に含まれ

ていた (※)こ とを踏まえ、事業の利害関係者となっていないかどうか、事前に

各府省で慎重にチ土ックを行うよう求めるべきである`

※当該事業の質疑が始まる前に利害関係者であることが判明したため、質疑から外れ、また、
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事業の評価にも参加していない。

③ 公 開プロセスにおける評価結果のとりまとめの問題

ア 公 開プロセスにおける評価結果のとりまとめは、外部有識者の評価結果や議論

の内容を踏まえ、的確に行われなければならないことは言うまでもなも`。

イ レ かしながら、稀なケ‐スではあったがことりまとめ役が、必ずしも評価結果

等をキ合反映したとりまとめを行わなかったとの指摘が外部有識者からなされて

いる。

ウ と りまとめ役は外部有識者の評価結果を忠実に踏まえたとりまとめを行う必要

があることを事前に徹底するとともに、万が■、外部有識者の評価結果と異なる

とりまとめを行う場合には、何故そのよう'な結論となるのかその場で十分に説明

を行い、外部有識者からの合意を取り付けた上で結論付けが行われるようにする

ことが必要である。       |

(3)公 開プロセスの対象外の事業の点検について       ‐

① レ ビューの実効性を確保するには、公開プロセスの対象外の事業についてもしっ

かり点検を行う必要があることは言うまでもない。  |         |

② こ のため、各府省に対して、

ア 対 象外の事業が多数あることを踏まえ、各府省が指名する外部有識者の数を増

やす

イ 総 務省の例を参考にして、今年のレビユーの経験を踏まえ、事業横断的なチ土

ックリストの作成を検討するなど、事業所管部局が自律的かつ効率的に事業の点

検を行えるようにする

ウ 当 年の公開プロセスの結果明らかにされた横断的な見直しの基準に基づく見直

しを省内における検討の際に徹底する       (

等の取組を求めることが必要である。

(4)複 数部局等にまたがる政策に関する事業のレビューについて ′

① 各府省のレビューシートがはぼ同時に出そろう結果、特定の政策テーマについて、

1府省内の複数の部局、さらには複数の府省がそれぞれの所掌事務に応じて事業を実

施しているケTスがあることがわかる。
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②
.こ
のようなケTス においては、政策全体の中における当該事業の位置‐づけが必ず

しも明らかになつておらず、外部有識者からも、これが議論をしにくくしていると

の指摘があったところである:ま た、一部に事業内容の重複が疑われるケ∵スも―あ

る6     .

③ このような事業の点検を行う場合には、当該政策分野の政策手段が一覧できる資

料が関係部局・関係府省において作成され、レビユーシートとともに公表されるよ

|うにすることが望ましい。

(5)政 策評価 との関係について

① 無ヽ駄のない効果的な事業の実施を確保するためには、様々な手法で事業の点検を

行うことが重要である。一方で、点検を行う手法が多岐にわたる場合、1点検される

側にとつてはかなりの手間となることから負担感が重くなり、かえつて仕分けマイ

ンドの定着には逆効果ともなりかねない。         |

‐
② 特 に:レ ビ三―と:成果自標に照らした政策の達成度をチェックする手法として

の政策評価との関係については、本年のレビューの試行に際して、その重複が生じ

ないよう役割分担を図つたところであるが、お互いの有機的な関連性まで踏み込ん

で役割分担を行う必要がある。

③ このためt来年の本格実施までに、政策評価を所管する総務省行政評価局と相談

を行いながら、お互いの役割分担と連携の在り方t各府省の事務負担の軽減などに

|つ いて検討を行い、来年のレビュ守までに結論を得るべきである。

(6)再 仕分けとの運動について

① 4で 述べたように、レビュニの結果の平成23年 度概算要求への反映状況のチェ

ツクの結果、事業の見直しが不十分で、各府省も十分な説明責任を果たしていると

は考えられない例が見受けられたところである。      ■

② ■のような見直し不十分な事業を放置することは、レビューの実効性を損なうこ

とになると同時に、非効率で効果の低い事業の見直しに真摯に取り組んだ部局・職

員のレビユァに対する意欲を減じることとなることから、許されないことである。

③ このため、この秋に予定されている事業仕分け第3弾 (再仕分け)に 向け、行政

刷新会議において反映状況についてのチェックを更に行い、問題があると考えられ
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る事業については再仕分けの対象にする、財政当局に厳しい査定を求める、政策目

標の達成度の厳しい検証を政策評価担当部局に求める等|1事り、各府省が説明責任

を果たせるようにする必要がある。

④ なお、事業の見直しが不十分な状況が来年以降も続く場合には、その程度に応じ

て、これを是正させるための措置を講じていく必要がある。

(7)レ ビュニの手法の新規事業への応用について               ‐

① レ ビューは実態把握を行うことを前提に行われるものであり、点検の対象は執行

を終えた年度の事業となることから、事後チェックとなる。チェツクの結果は新規

に立案する事業にも生かされる必要があるが、仮に、十分に生かされない場合、後

で問題点の指摘があつても既に執行済みとなつてしまうため、もヽわば 「イタチごっ

こ」|のような状態が続くことが懸念される。

② こ のような状態の発生を防ぐため―には、新規の事業についてもレビユニの手法を

活用し、立案の過程において、客観的な視点で事業の点検を行えるような工夫を検
‐
討すべきである。

③ 例 えば、

|ア '新規に立案される事業であっても、

1  的 、事業概要、要求額などを記述し、

イ 政 策課題の設定や実現手法の選択、

果の反映等が適切になされているか、

等の取組の実施を検討すべきである。

(8)情 報公開の在り方について

① 今 回:約 5,400通 のレビュ=シ ートが各府省のホームページなどで公開され

たことにより国の事業の全体が明らかになったことは、画期的なことであった。

② 二 方で、レビ三ニシートのわかりやすさを優先した結果、予算書に掲載されてい

る予算項目とレビ三ァシートで整理された事業の単位が必ずしも一致していない、

十分な検索システムが整備されていないといつた問題が指摘できる。

③ レ ビュニは(本来、国の事業の実態を国民に対しわかりやすく示すことに主眼を

置いた取組であることからすれば、情報へのアクセスのしやすさを高めることは取

レビュTシ ートの記入項目のうち、事業目

公表する

過去の事業仕分けやレビューによる点検結

外部の日でチェックを行う .
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組の意義を高める上で重要な課題である。予算項目とレビ三―シートの単位をの整

合性を取ることが必ずしも容易ではないなどの問題はあるが、各府省のホームペ=

ジの充実と併せ、検索可能性の向上などを検討する必要がある。
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|

(1)国の事業については、各府省がPDCA(邸 叩(立案)=Do(実行)LcheCk(点検)き饉On

(改善))の サイクルを適切に繰り返すことにより、非効率 ・低効果な事業が排除さ

れることが期待されてきた。しかしながら、現実には、Cと Aが 十分行われてきたと

: は 言い難い:こ れまでの事業仕分け、そして今回のレビューにおける外部の自による

点検の結果を踏まえて廃止され、また、何らかの形で改善された事業が多数あったこ

とは、その証左である。

(2)ま た、非効率 ・低効果な事業が十分な点検 :見直しが行われないまま温存されてき

たことは、国の行政機関に対する国民の不信の原因の一つになつているものと考えら

れる。多くの民間企業が厳しい経営環境の下で懸命なコスト縮減努力や事業の淘汰を

行つているのに比べ、国民の税金を効率的かつ効果的に使うことに対する意識がまだ

甘い部局がある。

(3)今 回、レビューの取組により、各府省自らがt非 効率 ・低効果な事業の存在を明ら

かにしたことは、このような意識を改めるための第一歩として評価されてしかるべき‐

ものと考えられる。   .

無論、各方面から指摘されているように、改善すべき点は少なくないが、今後も各

府省が自律的に事業の厳しい点検を行い、点検結果を的確に事業に反映させるという

レビュニの取組を国民の目に見える形で毎年継続して行っていくことで、行政に対す

|る 国民の信頼が回復することが期待される。           |

(4)ま た、レビューを各府省に定着させるためには、個々の職員のこの取組に対する意

欲を喚起する必要がある。このため、各府省は、真摯に事業の点検や予算への反映に

取り組んだ職員を人事評価等において積極的に評価することが重要である3‐

(5)行 政刷新会議は、引き続きレビュニの取組の定着による自律性のある国の行政運営

の実現に取り組んでいく`

‐23-



各府省の行政事業レビュニ点検結果の平成23年 度概算要求への反映状況 (集計表)
参考資料

所  管

二般会計 + 特 別会計 般 会 計 特 別 計

21年度行"
事業レ
ビュ‐対舅
事業数

「廃止」「改善」事業計 21年度行政
事業レ
ビュー対象
事業数

「廃止」事業 「改善」事業 「廃止」「改善J事業計
(参考)
23年度要求題

21年度行
政事業レ
ビュー対
象事業数

「廃止J事 業 「改善」事業 「廃止J「改善J事業計

事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額
23年度要求轟

内 閣 府 本 r ▲111,166 A103,660 A7,506 ▲1111166 314,933

さ正取引委員輪 3 2 ▲17 3 1 ▲11 1 ▲ 6 ▲17

奎    察     月 ▲3,343 A3,343 A3,343 160,518

螢    融    月 7 7 ▲96 7 A96 ▲96 3,879

肖 費 者 月 A543 ▲98 A445 A543 4,606

e    務    4 ▲14,371 ▲2,363 A121008 A14,371 836,686

去    務    4 ▲4,367 63 ▲4367 ▲4367 :70,499

昨    務     4 A43,508 A384 A43,124 ▲43,508 4891423

け    務    4 ▲11,249 2 ▲41 ▲10,328 ▲10,869 258,477 2 1 A380 : ▲380 114,008

文 部 科 学 4 344 ▲122,629 A27, 100 A92,014 ▲‖9,114 5,557,036 3 A34 ▲3,431 ▲3,515 141,756

早 生 労 働 嗜 ▲468,136 ▲2,257 ▲75,330 ▲77,587 15,991,531 A15,669 ▲374880 A390,549 58,685,132

聾 林 水 産 雀 ▲315,093 A78,051 ▲49,986 ▲128,037 1,393,681 7 ▲24,315 A162,241 ▲187,056 1,224,339

経 済 産 業 省 A145,097 ▲6,773 ▲20,628 ▲27,401 339,959 ▲75,412 A42,284 Al17,696 1,041,530

国 土 交
.通
4 A50,599 ▲25,931 ▲16,314 A42,745 3,668,838 1 ▲205 A7,649 A7.854 2,777,337

環   境    催 A30,430 ▲993 ▲12,473 ▲13,466 153,110 Al,652 ▲15,312 ▲16,964 30,652

防 衛 省 ▲71 ▲7,148 A7,148 2,436,746

合  計 登:難: 4573 A247,661 1,888 A356,116 2,267 A603,777 31,779,955 ▲117,837 A606,177 A724,014 64015,254

注 1)レ1偲 21警 懸」壺3有 し"1億 署ド
額」欄を除く)に つぃては、各府省で公

零
している 「行撃事業レビュー点検結果の平成23年度督

算要求今1反 映状流l三ついてJ等 を基|=、21年度1行 政事業レビュT対 象事業を行政刷新会議事務局において以下あ

末までに廃止されたものは含めていない。)
稔付けていても、実ぃの廃止が数年後 (段階的廃止)に なるものについては、ここでは 「改善Jと して整理している。また、執行

駐が 「一般会計+特別会計J欄 の事業数と合わない場合がある。                          ヽ
6、



資料2-2

ワーキンググループの設置について (案)

1 「 行政刷新会議の設置について」(平成 21年9月 18日閣議
決定)5に 基づき、事業仕分けを実施するため、特別会計に関
する2つのウーキンググルニプ及び再仕分けに関する2つの
ワーキンググループを設置する。

2 行 政刷新会議の議長は、評価者を指名し、ワーキンググルー

プに参集を求めることができる。

3 ワ ーキンググルニプは、原則として、適当と認める方法によ
|     り 、公開とする。

4 ワ ーキンググルニプにおける配布資料は、原則として、公表
する。

5 ワ ーキンググループの議事概要は、公表する。

6 以 上に定めるもののほか、ワーキンググループの運営に関し
必要な事項は、ワーキンググループで決定する。



資料 2-3

行政刷新会議特別会計ワーキンググループ(特別会計WG)

評価者名簿 (国会議員)

枝野 幸男

長妻 昭

本多 平直

網屋 信介

大西 健介

岡田 康裕

緒方 林太郎

玉木 雄―郎

長島 一由

花咲 宏基

福島 伸享

三村 和也

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

(敬称略)



行政刷新会議再仕分けワーキンググループ(再仕分けWG)

評価者名簿 (国会議員)

枝野 幸男

長妻 昭

泉 健太

田村 謙治

城井 崇

階  猛

神山 洋介

近藤 和也

斎藤 やすのり

菅川 洋

高邑 勉

中後 淳

初鹿 明博

藤田 憲彦

山尾 志桜里

山崎 摩耶

大野 元裕

亀井 亜紀子

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

衆議院議員

参議院議員

参議院議員

(敬称略)



資料 2-4

事業仕分け第 3弾 の評価対象の選定の考え方 (案)

10月 下旬及び11月 中旬に実施する事業仕分け第3弾の評価対象については、
関係府省等からのヒアリング等を行うと:ともに、下部についてはt現 場の実態を
把握するために現地調査を実施して評価対象の候補を選定する。
その際には、第 1回行政扇1新会議において了承された 「事業見直しの視点」'等

を参考にして検討を進める。

1.特 別会計仕分けについ

特別会計仕分けについては、各特別会計 (勘定)の 実態を踏まえ、以下のよう

な視点に着目して検討を進める。                '

(視点の例)

○ 特 別会計 (あるいは勘定)と して区分経理することについて、見直しを検討
すべき点はないか。

○ 歳 出の内容、財源のあり方について見直しを検討すべき点はないか:

○ 積 立金の必要性や必要水準について見直しを検討すべき点は|ないか:乗1余金
についてはどうか。                     =

○ 土 地疇建物口株式等の資産について、処分・活用を検討すべきものはないか。
○ 個 々の事務事業に無駄や不要不急のものなど見直しを検討すべき点はないか。
○ 他 の主体で行うことを検討すべき事業はないか。

2.再 仕分けについて

再仕分けについては、これまでの事業仕分けや 「国丸ごと仕分け」(行政事業レ

ビュー)の 評価結果や指摘事項を踏まえ、各府省の対応を検証し、以下のような

視点に着目して検討を進める。

(視点の例)                       .

○  「廃■L」F予算の縮減」「見直し」等の評価結果や指摘事項を平成22年 度予
算、平成23年 度概算要求等に的確に反映しているか。  |
日「廃止」した事業について、名称が異なる他の事業のT部 や新規事業に変わつ
‐ているケース
・管理経費を削るべきとの指摘に対し、事業費を削つて帳尻を合わせているケ
ース
｀

など、実質的に反映したとはいえない対応が行われていないか。

○ 上 記を踏まえた横断的な見直しが十分に行われていないなど、各府省自身の
点検が不十分ではないか6

(留意点)      ´

※ 具 体的な評価対象については、次回以降の行政刷新会議において決定する。



資料 275

ワーキンググルァプの評価者I(民間有識者)の選定の考え方 (案)

ワーキンググルァプの評価者 (民間有識者)に ついては、以下のいずれかの要

件を満たす者の中から、過去の実績、職歴等を勘案して候補者を選定する。

1.特 別会計仕分けについ

○ 特別会計制度のあり方等に知見を有する者

○ 予算の実際の使われ方など予算執行の現場に知見を有する者

○ 行 政全般、個別の行政分野の在り方等に識見を有する者

○ ,事業仕分けや行政事業レビユー公開プロセスの経験を有する者

2.再 仕分けについ

○ 予 算の実際の使われ方など予算執行の現場に知見を有する者

○ 行 政全般、個別の行政分野の在り方等に識見を有する者

○ 独 立行政法人や公益法人の仕組み ・実態 ・問題等に知見を有する者

〇
1民
間取引の実態や、地域や現場で生じている問題等に知見を有する者

○ 事 業仕分けや行政事業レビューの公開プロセスの経験を有する者

(留意点)

※1 評 価対象と直接的な利害関係を有する者は、当該評価対象の仕分け作業に

は加わらないものとする。

※2 具 体的な評価者については、次回以降の行政刷新会議において決定する。

※3 行 政刷新会議の議員t総理大臣補佐官 (行政刷新担当)及び大臣政務官 (行

政刷新担当)は 、
｀
評価者として参加できるものとする。  「      :



資料2-6

事業仕分け第3弾 の今後の進め方について

ワーキンググループ (WG)の 設置

国会議員評価者の指名  等

民間評価者 (特別会計)の 指名

特別会計仕分けの対象について

特別会計WGに よる仕分けの実施

<10月 最終週>

11月上旬目途 (第13回会議) 行政刷新会議への仕分け結果の報告 ・了承

民間評価者 (再仕分け)の 指名

再仕分けの対象にっいて  等

再仕分けWGに よる仕分けの実施

<11月 第 3週 >

途 (第14国会議) 行 政刷新会議への仕分け結果の報告 ・了承
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途 平成 23年度予算案の決定)



資料3-1

○

○

○

○

○

既に措置済みとの回答

平成22年度中に措置予定との回答

平成23年度概算要求に反映又は23年度に措置予定との回答

平成24年度以降に措置予定又は検討中との回答

当面維持し、将来の取:扱いについて検討との回答

25事業

55事 業

105事業

56事業

3事 業

※事業により複数回答のものがある。



※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

「事業仕分け第2弾 (前半)Jの 評価結果に対する各府省の取組方針(独立行政法人関係)

項目番号 法人名 事業名 wG結 論の付記 ,■0取“方針.(口贅)| 具体麟内書|=|`口書,|

A-5く 1)

住宅金融支援機構

住宅資金貸付業務くまちづくり
関連)

日在の融資対彙は、経済対策(平成23年度まで)
こより櫨充したものであるため、対策薔了後に、経
静伏況を見極めながら政策的2・Itが 特に富い
け野に限定する方向で検討中である。

A-5く2) ヒ宅資金貸付業務〈賃貸住宅
謁連)

E●・介譲墨 携したサービス付きの3m者 向け
口賃住宅な機 的`纂 性が特に富い●■lこ臓
ヒする方向で機計中である.

A-5く3) 庄宅融資保険業務
壼お、リバースモーゲージについては、事業仕分|
=おいて公的サポートのあ姜性について指摘があ
′もまた。政策的必要性が特に書いため―定の拡

(リバースモーゲージに係る一定の拡充の内害)
麟“ 著 白 l■■ 虫へ an■ 晨仕 彗 晏多t“ オ ふf・・ハ  ■ 屋二 藤 0=:rっ L 7ヽ

ジ(死亡時―橋償量融資)を行う場合についても、本制度の付保対彙とする。

A-17-(4) 農畜産業振興機構 騰報収集提供業務 ※海外事務所の廃ul
“彙仕分け結果を踏まえ、海外事務所勁 覇を2
判産中を目処に廃止予定|

事業仕分けの評●鶴果を受け、海外事務所(5カ所)については、22年度中を目処に廃止予定。海外における
開 収■については、職員の出張等により対応することを検討中.

A-21く1)

農林漁業信用基金

匠利預託原資貸付業務(農業
調係)

※出資金の国庫返斜

澤●精果を受け.農林凛集信用薔金の本彙義睦
趾 し、本業務に係る政府出資金125●円を全饉
口庫に納付するとともに、新しい=転 資金"魔 に
1る予算を要求。

椰薔結果を受け、晨林漁拿信用薔金の本業務を島止しt政府出資金125●円を全額目庫に納付.また、晨業饉
野の 0ス 圧 豪 160遭 晟 け :‐fFい ■ 駆 買 =OJH濯 ■ 理 p5に 饗 I曇 で 0● こと'ら 、前 しl・■E騒 ==覇 反 :こ

療る予算を要求.23年度予算の成立が前提であるため122年度中の措置は日雌。

A-21-(2)
IE利預託原資貸付業務(林業
関係)

禾莉た:こ理転真=:F
対する政策的な低利
融資の制度設計を行
うに当たつても当独
立行政法人が実施す
るかどうかを含めて
ゼロベースで検討

「●●果を受け、本業務に係る政府出資金
17S、375千円の●t、れ い日転資金‖度にお
ハて活用する見込みのない■250375手円を目庫
こlVレ|オ。

澤債結果を受け、活用する見込みのない政府出資金7鰤 ,375手円を日庫に納付.また、「森林・林集再生プラ
ンJの推遣等のために週転資金の円滑なEEが 引き続き重要であることから、新しい=転 資金“度を政府出資
鐘08億円を原資として実施。23年度予算の成立が前提であるため、22年度申の措置は国■。

A-21-0) 匡利預託原資貸付業務(漁業
調係)

「●●果を受け、農林漁彙信用薔金の本集覇唐
E■1^去 豊■lrこふ■歯点書●m● 口ι全壼□ 澤債麟果を受け、農林n彙 信用薔金の本凛鵬饉廃上し、政府出資金00●円を全■口庫に納付。また、■8El

D6次産業化の進農等に伴いEH金 の円滑な融通が引自腕台重要であることから、新しい運転資金欄度に傷
5予算を要求。23年度予算の0+が 前提であるため、22年慶中の構置は困難.

“日綸付するとともに、新しい運転資金制慶に係
6予算額 求.

A-23く0 国際観光振興機構
外国人旅行客の受入体制整
薦

※独法直営の受入‖
制(外国人観光案内
"は 廃止

屍在行われている「全国のV案内所(外目人向け
既 案内所)に対する後方支援Jに晨ぼす影嘔な
ど名働案しながら、外部^の 重託について検割嗜
けい平虚 3年度概算要求に反映する.

n●直営の受入体傷(外目人観光案内所)は廃上し、外部に委託する。
なお122年度からの実菫については、すでに事拿が開始されており、国腱。

A-25
日本スポーツ振興セン
ケーー

学校安全支援業務のうち「学
校安全部食の安全課」が行う
業務〈検査・研修施設)

※保健所に任せる

暉住ヶ谷の検査L研修童設を廃止し、保仁所や関
朦機関零に移宙鷲 るものについては移管する.
その他の業務については■本的に廃止する方向
哺 討し、必要最小限の業務については同一法人
対の他椰局等へ移宙・綺合する。

23年度については、特別検査の廃上等を行九
その他の事■については、保健所や関係機関等と口■を行いつつ、平成24年度末までを目nに 薔本的に廃止
することとし、必要最小限の機能については同一法人内の他部局等へ移管・統合する。検壺・研修施設は24年
童末ま‐ 日途に廃止し、国庫に返納げる。
じお122年度については、既に大半の事業を実菫済み又は実施中であり、中断することは組めて目雌.
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項目番号 法人名 事業名 wG結 論の付記 今後の取饉方針(口書) i員体的な内春|■由(口書)|■ ■■■|■■|||■||=■|■t

B-1-(2)

労働政策研究・研修機
購

労働政策研究(職業情報・キャ
リアガイダンスツールの研究
調発)

キャリアマトリ"ス について、機構の事業としては
m■Lの上、厚生労働省に置営を移管する。

るが、既に開発を終了しており、今後ltEI費 のみし躍
で、現に多くの学校などで活用され(全体で年間200万人以
トイトで66持 リァ、トリックスの存餞を求める声が多数黎

ておりヽ =菫 仕分け後

B-1-(3) 或果普及等
際 リアマトリックスについて、機構の事業として
ま廃上の上、厚生労働省に=曽を移管する。
2労働口係国書・綸文壼彰の■金嗜魔上する.

つ約1ケ月だけて、民間のサイトでは広●●●租講座への誘導がいされており、学校散青では使いづらいなどと
, つヽた理由から、敬青関係者やキャリアコンサ′"ン ト等から80件のキヤリアマトリックスの存続を求める声が寄
ビられているL
また、厚生労働大臣に対し、‐ リア支援・教育関係団体〈キャリアコンサ′"レ ング協臓会。日本産業カウンセ
リング協会、日本キャリア教育学会)から、同様にキャリアマトリックスの存饉を求める要望書が提出されている。

B-3-13) 旧祉医療機構
tF金担保貸付事業及び労災
手金担保貸付事業 置繁躍薔舗駅踏] 韓ヽ

磁 事業の魔止く法律改正が必要)にあたり.代書め る措置について、財目の確齢 含め検討中.
(※ 現在。年金担保貸付事業の実施にあたつて日費の支出はない。)

8-4-(2)

労働者健康福祉機蒲

J 規ヽ模事業場産業保健活動
支援促進助成金事業

｀

F威2年 度末鶴 うて、当餞助成食事業を廃止す
5。ただし。支綸期日が最長3年となっているため、
F威2年 度の新規対彙者は2年 度末をもって支
0期間が終了する。

当腋助成金事業はI13年 間の支綸期間であるので、平成21年度及び平E22年 度の新規対彙者がいるため、
平成24年度まで構算要求が必要となる。

B-4く3) 自発的健康診断受診支援助
成金事業

平成22年度末をもって当臓助威金事業を廃止す
る。

平成22年度末をもって当該助威金事業を廃止することから、平成23年度以降、概算要求は行わないことと
る。

B-11-(3) JAXA:〈広報施設)の運営

。現状のJ尚 時については、22年度未κ23年3月囀
無 に現状寝帰工事の上、■貸主への引き渡しを
完了させるため、営彙停止を2年 12月末予定)と
する。
・」%A″こ書わるより効果的な情僣発信機能。体制
の強化については検討中.

・賃貸主への3:書演しにあ要な経費〈晨示物等の機収、現状回復工事)については、22年度予算で充当する。ま
た、23年度構算晏求においては、J′晰用に係る経費のnaを 反映。
. :▲Y▲: 1‐“ ^ス ー ‐層 ‐・・1-‐1、ァ 14 =儡 姜 ‐ 4e■ユ 小 2^□ ^日 ‐“ Lハ コ螢 :―●■1‐壼 +ス ‐ 聞

三測躍溝        」 議調甥撃魏糊把課野男胎ど
など、費用対効果を踏まえつつより広範囲への情颯発信を行うべく。検討・口壺中。
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B-13-C4) 医薬基盤研究所 実用化研究支援事業
※不要資産について
は速やかに国庫返響

金については、全
出していることか0
。ヽ今後、

B-15く 1)

農業・食品産業技術総
合研究機構

屁業・食品産業技術研究等業
歓試験及び研究並びに調
奎)〈農村地域の活力向上の
しめの地域マネジメント手法C
調螢1)

B-15く 2)

晨業・食品産業技術研究等業
務(試験及び研究並びに調
査)(地域資源を活用した豊か
な農村環境の形成・管理技術
の開発)

B,15-(3)

興業・食品産業技術研究等業
務(試験及び研究並びに調
査)(晨業・農村の持つやすら
ぎ機能や教育機能等の社会
学的解明)

8-15-(4) 腱業・食品産業技術研究等業
原教授業務)

※廃止時期につぃて
は在学者に配慮

農業者大学校については、23年度入学生の■串は行わないこととする。2年 度以降の農業経営者育成敏宙
のあり方については,農業者大学校関係者等の意見枷聰取しつつ綸割を捕 。

B-17く2)

唐報通信研究機構

民間基盤技術研究促進業務
※不要資産の国暉迪
納

・平成2年 度より。既に新規事件の募集を停止しており:委託研究の機線分についても平成“年度に終了予
定。
・■籠ぬ限り効率的な体制で、委籠研究が終了した案件からの売上納付の最大化に努め、繰鶴欠機金の改整
国る。

酔 選 留 島ピ蹴 出 鍵 警
翻』 る経費伏件費つ の確保にJF嫌 櫨 産を離 してこ

B-17-(3) 情報通信ベンチヤーヘの出資
事業

※不要資産の国庫通
納

臓規出資は行わないこととしており、保有目債など
つ貴産のうち、既出資案件の管理彙3に係る経費

絡」買里臓呂:暦娠“軍健r腱
Ot離 朧き、

新たな出資は行わないこととしている。    |
コ カ ‖書 凸あ彙 曖 :こぅし、r餞 二 曲書 4準 ■n― 螢 椰嫌 燿 :_田 こ 廊 4■ κ綸 あ ‖書 著 籠 EI

つ、遭切な時期を■lEめて発却ける.
・保有曰債等の資産のうち、既出資案件の管理業務に係る経費(人件費等)の確保に真餞必要な資産を精二し
てこれを働き,不要責産は日庫に返舶する予定。
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B-19-(1)

国立大学財務。経営セ
ンター

施設費貸付事業 ※当該事業は廃上
※ファイナンスに関
し、各大学の自立化
を促進

B‐19,(2) 承継債務償還 L設費貸付事彙とともに当面存線. 藤継債霧は施設費貸付事業に僚る債務であり、施設費貸付事串絣 せて存続する●要がある。

8-19-(3)

施設費交付事業、:口特定学校
財産の管理処分、財産管理・

処分・有効活用に関する協力・

助言

※当該事業は廃止
※不要資産の国庫返
納

馘 産管理・燿分・有効活用に関する協力・助言
当麟事業は魔止し、平成"年 度概算要求に反
映。

猿 菫管理・処分・有効活用に関する協力・助言
当議事事は魔止し、平成23年度経算要求に反映.

B-19-(4)
言等教育に係る財政及び国立
大学法人等の財務・経営に関
ナる調査及び研究 ※各大学において民

間のコンサルタントC
活用

i鶴努霧協     蒼 Fヽ幣働研究者の層用の間目があり、23年度に早急に廃止することは困難.

B-19-(5) 経営相談事業(財務・経営の
攻書に資する助言等)

“餞事彙は魔止し、平成23年度饉算要求に反映。当麟事業は廃上し、平成23年農構算要求に反映.

B-19-(6) 学術総合センタニ講堂・会議
室等の管理運営

※自治体・民間に任
せることを含め、早急
に結論をまとめる

“彙仕分けの結果を離まえ、自治体・民日に任せ

蹴 編辞記鯛雷省
庁“協EL、m。 会■童

については,センターは区分所有しており。民間への売却は目難であることに加え、同■堂・会臓
奎は学術の発展のために使うこととされており。このような朦目を麟まえ。日立大学及び目係省庁ともBHjる こ
とが必晏。

B-22-“) 里化学研究所 中国事務所準備室の運営
※当該事業の廃止
※他の法人の事務所
との共用等を検討

肇             轟
平r22年度中に日可が特られない場合は、平成
B年度より他法人の事務所の―部を活用する。

革離解闘月醐 幅催異艦籠醐議製韻鶏闘願鋼認圏翻難して,るヽところ。                                    |
融 騒饗 筆・繁聯野翡お     農 義隻婁累置雷裾『
L「25。
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B-22く5)
日本原子力研究開発機
購

ンステム計算科学センターの
軍営

×当該事業の廃止
※本部〈東海村)へC
移転・統合等を検討

L野における事業を魔止した上で■大内へ移転す
5こととし、場所の確保にういて、東大と協■中。 鰍

つ強化を回る。

B-23-(1) 大学入試センター
大学情報提供事業〈ハートシ
ステム等)

※ゼロベースで厳しく
見直し

“業仕分けでの指僣睦踏まえ、廃上の方向て検割
ケる。

けイダンスセミナ‐については、平婢 度で饉了する。
ハーレ ステム、ガイけ ックについては廃止することとし、富校関係者など関係方面の意見を聞いた上で、そ
つ方法、時傷等について検乱 、平成22年度中に結綸を得るご
くなお、ガイド ックについては、平成2年 度は、“爆体での提供からインターネットを利用した情報機供に童更
夕る。)

B-23く 2) 日本学生支援機構
学生生活支援事業のうち大学
情報提供事業(学生支援情報
データベース等)

D― 旦
琴磨曜撃摺 て底 Ⅷ圭配信とした場合の議条件(屁格方法、僣格設定、課全じ看 ム、費用対効果、電

議 撃欝 2綱 認 毅 番 『
の
甲
勝 した締 鳳 m・u奮すること詢 能か離 新 し社 で評

確鶏躙離双ちの廃止J喜質システム=用通費減。

B-23-(3)
大

講
学評価・学位授与機

情報の収集・整理・提供事業
のうち大学情報提供事業(大
学情報データベース等)

鵬存のデ→ ベースは魔止することとし、最低目の
ほ持機能のみを残じ事業費を大幅に縮減。その上
で■に大学評●に費する新たなデータベースの在
り方を検討。

0既存のデータベースは廃止することとし、最低瞑の維持機能のみを残L●彙費を大幅に縮減(平成23年度欄
庫要求に反映).
Эなお、大学F● の―■として必要な情報収彙・整理・提供は、評価の質向上及び大学側の負担軽減の観点か
ら樹自輿な自由が必要であり。■に大学諄薔に資する新たなデ→ ベースの在り方について平成23年 度から調
饉・検討締 。

B-23-(4) ヨ立大学財務
・経営セ

′ター

財務・経営の改善に資する情
報提供事業のうち大学情報提
供事業(日立大学法人経営ハ
ンドブック等)

当議事業は廃上し、平成23年度颯算甍求に反映。当麟事業は廃止し、平成a年度概算要求に反軋

B-24-(1) 日本学生支援機構
国際交流会館等留学生寄宿
舎等の設置及び運営

※たれ 、現在の入
署者に配慮すること

D留学生宿舎機201持 を前提l=大学、自治体、
民間に売却を進め、事業を魔止.     「

'機構が所有する国際交流会館等留学生書宿舎等については、r事業の廃止(たれ 、現在の入居者に配慮す

場諜裂走瑠旧愕瑠蒙
されたこ1請まえ、入翻甲薇響 攀「“日すでとした。

導紺饗 瑠制闘:競欝島鋼溜IttIW
残嘉翫誠護調目L言[混胃3す

る。

引騨理整割:呂鍵才
生宿會等の設置及び運営に係組 を開減。

'会館等●●A倉欧のある大学、自治体等への売却を積極的に推進するため、引き餞き各会館等が所在してい

雲 留 盗 嵩 鼎 F書 ?劇
Ю 籠 姉 い 型` 幌 “ 雄 ァ

な 矧つ いて嗜■ 臓 執 札釧こ|

B-24-(2) 日本学生支援機構 留学情報センターの運営

D●業を廃上し、■接0留 学相餞は行わない。
D国内における海外口宇フェア等において留学生
旬け彙学会憎中睦提供.

詐
外向貯情報発信は、ホームペ

Tジ割
こよLJA

″年度に措置予劇
事串仕分けの対彙とわ た留学情報センターのE営については、平r22年度末で廃止.

23年度概算要求に反関
平成23年度薇算要求において。留学情報センターの=営事彙の廃上に伴う経費のJを反映。
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2.事 業主体の変更について

中小企業大学校

一̈̈コストの．しれ

え。47都 道府彙、中小企業大学校所在地の9市町、民間研修機関、大学校研修
■査を実施したところ。

であり、平成21年 度からはPa川校及び=方 校について民
てヽも、本年7月6日に関■決定したr公共サービス改革善
暉みであり、平成23年度からの実施に向け。官民館争入札
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(2 へ の

項目番号 法人名 事業名 WO結論の付18E 今後の■饉方針く口書) 具体的な"●|■●lm客,|■||■■||●II子
A-8-(1)

海上災害防止センター

方災措置業務

※事業規模は現状
維持

事業仕分けの評僣“暴
で 、

べく、関
法人の
で検

A-3-(2) 隣材業務

肝諷 3) 側練業務

A-3-(4) 調査研究業務

A-14-Kl)

自動車事故対策機構

安全指導業務(指導講習事
1姜) ※ユニバーサルサー

ビスを確保しつつ自
治体とも協力(早急
に施策を具体化)

躍誌警躙 覇翻躊:=喜1:諷
ハるところである。

・
今後の取組方針」に“麟しているとおりである。

A-14(2) 安全指導業務(適性診断事
業)

B‐10く3) 科学技術振興機構
科学技術情報流通促進事業
(科学技術文献情報提供事
業)

※事業の実施は民
間の判断に任せる

(ホ事業は独立採算で行つており目費でヨ曽され
ていないので構算晏求は行わないが、現時点で
の対応状況は以下の通り)
民間へ移行する場合の朦■・対処方法等につい
て。有"者 、利用者等からなる有諄者会■でのな
見も"ま え綸財を行い。可籠なものから段朧的に
民間に移行する。

打繊者会臓における意見も踏まえ、可能なものから段常的に民国に移行することとし、平成23年10月を目違に
“業の引受け手となる事業者の選定手観きを開始する(平成2■日月を目途に事業者を決定する。なお、新事
臓者でサービスが開始されるのは平成24年10月の予定).

3-20く
大学評価・学位授与機
構

認証評価事業(大学等の教育
研究等の総合的状況に関す
る評価)

※事業の実施は民
間の判断に任せる

鴫間の認肛椰輌機関のみで適切な需輌の実施が
自保されるための移行の考え方等を年末までに
E■.
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項目番号i 法人名 事業名 wG結 論の付記 今後0取 組方針〈回書) ■体的な内●|■百(口書)

A-16-(1)
日本万国博覧会記念稲
構

公園事業
※公園事業は大阪
府に任せる
※協議を促進する

トロ事業を大阪府に移管する方向で大阪府との
自鵬を促遣する。
議お。日は出資持分く5396)に対する適正な対僣
E薇保する。

『公口事業は大阪府に任せるこ協議を促進するcJとの評●結果を踏まえ、大阪府との日において、残余財産

覆鶏闘謬甥鏑廃2鶴躍憎簡 鴛駐3型翻後鷹里露,
ことが必要である。
しにな向を■=したところ、日省は旧●窒売地
のであり、■在所摯していない万博記念公園

A-22-(2) 家畜改良センター 睡畜検査

※コストの事前検証
と責任の明確化を前
提に事業を自治体に
移管していく

椰菫府県の意見を麟まえながら,椰道府県への
じ管を進める。

コストの事歯検証と責任の所在に田する■奎を実籠した上で、移管に向けた具体的な検討を遣める。

9
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(4

項目番号 法人名| 事業名 w喘 論の付la 10枷●取組方針(nt' ■体"な肉書|■●(口書)

A-10く 1)

都市再生機構

賃貸住宅事業(賃貸住宅、関
係施設の維持・管理)

※高齢者・低所得者
向け住宅の供給は自
治体又は国に移行、
市場家賃部分は民
間に移行する方向で
整理

目土交通省に設置されている「独立行政法人都
市再生機構のあり方に関する検討会」の検討結
果を麟まえ、通切に対応する。

.高齢者向
化す ると

将来的に目
る方向

「独立行童法人彗市再生●●のあり方に国する綸‖会 :を六年2月 に豊量L^=在 までエベ1

A-lC1 0) 賃貸住宅事業(団地再生事
業)

障しており、●市再生機構の彙書と組繊のあり方について検討を進めているところ.

A-20 水資源機構 ダム・用水路等の管理業務

※利害調整など本来
行うべき業務のみを
機構が行い:それ以
外は他に任せる(機
構の業務としない)
※契約については大
至急見直し

見直しについては、平

康定した。平

―者応札の改善対策を含めた新たな腱意契約等見菫し針目を
し率は、平成21年度の49.296に 対し22.796まで改善した。
に"め ていく。
てヽは、事業費の的7"を 負担する利水者●188の関係

ており、それらの意見を踏まえて検討を行い、23年 度以降に措置する予

10
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5)

項目番号 法人名 事業者 WO結 論あ付記 今後0●●方針〈口書) ●体的な肉●・■●(口書'‐■‐■|| |■|■||`.:

B-20く2)
大学評価・学位授与機
構

日立大学法人評価(中期目標
期間の評価)における教育研
究評価

※事業規模は縮減、
げバナンスの強化・

資金の流れを透明化

関係者からの意見聴取を行つた上で、実歯機関
ド担うべき●籠・要件等を整理し、年末までに対
3を検討。

D評●者(ピアレビュー7-)の 確保や事彙の負担感の面で凛目があるとの関係者の指摘を饉まえ。本機構カ
腱務を独占しない評薔の在り方について,日係者と意見の日整を回り、年末までに対応を検討:
D実施・菫曽体制の見直しく人員の減等)などにより事業費の縮減を行い、平成23年度●●要求に反映。
D各年度における率務の明鐘化を国つたうえて、当麟業務を送行するために最低瞑必晏な予算に載つて糧算
口求を行う方式に変更。



※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。
(6)

項目番号 法人名 事業名 W喘 綸の付記 今■●摯組方針“鶴詢 口体的な"書|●由て口■"|■■11■■●111‐

A-1牛③ 自動車事故対策機構 自動車アセスメント ※コストを縮減

●拿仕分けの評●結果を饉まえ、現行のままの
独立行政法人交通安全環境研究所の籠段及び
申憫では自鵬車アセスメント事象を実露すること
ま園atも のの、同事彙を目法人等で行う方向で
自計を通めているところである。

12
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項目番号 法人名 事業名 W●結論の付記 今後の■組tl「(回書) 具体的な"書|■■̀口■'

A-19-(1)
鉄道建設・運輸施設整
備支援機構

映道助成業務(補助金等交付
事業のうち鉄道技術開発費補
助金関係)

※事業規模の縮減
の可能性も含む

凛菫技術開発費補助金のうち起電導磁気浮上式
誅菫(リニア)に係る補助金交付禽務について、評
糞23年度から需債結果どおり国で実施する。

決道技術開発費補助金のうち起電導磁気浮上式鉄道(リニア)に係る補助金交付業務について、平成23年魔
卜ら評●僣果どおり目で実賞する。

A-23-(1)

国際観光振興機構

現光旅客来訪促進業務(ウエ
ブサイトによる海外宣伝、メ
ディア広報)

※国に戻して国とし
てのロードマップを企
画立案、その上で民
間に委ねるべきもの
は委ねる方向で早急
に検討

3000万 人プログラムの着実な実施を回るため.
日、独立行政法人(JN「0)、民間の役自分担をよ
り明■にした上でヽ 当菫彙務のうちロヘ戻すもの
について検討を行い、平成23年度概算晏求に反
決する。

口発庁のビジット・ジャバン予■による海外プロモーション事業の請負はすべて民間にゆだね、鳳「lとして、機
|は“け彙わない。その他のメディア広報(海外事務所が彿 ニュースレターの発行等)及びウエプサイトによ
5海外宣伝事業は、恒常的な情報発信のために必姜不可欠な事業として引き薔き実歯する。
なお、受話事業については、22年度はすでに事業が開始されており、年度途中での中止は困難.

A-23く2) 現光旅客来訪促進業務(招請
事業)

海外の有カメディア及び海外の旅行会社の招疇事彙について、民間と競合する国(観光庁)のビジット・ジャ
ベン予算による海外プロモーション事業くVJ事彙)の受託は、すべて民口にゆだね、原則として機構は行わな
0こととする。
機構はも海外事書所を持たない●洸庁にかわり、「日本政府観光局」としての公平・中立的な立場、海外にお

:勲 、i為 齢 γi発 ]躍 圏 躍 堪 窃 翻 議 滉 =静 盤 観 鼎 野
見地マネジメントを行う『海外現地実施本部Jの役割を担うこととし。こうした活麟を行うために必要な経費を計
Lする。
なお、彙託事業については、22年度はすでに事彙が開始されており、年度途中での中止は困麟。

A-23-(3)
現光旅客来訪促進業務(訪日
ソアー造成・販売支援)

海外からの訪日ツアーの遣成・販売支援のための事業について、民間と競合する日(観光庁)のビジット・
'ヤバン予算による海外プロモーション事業(VJ事業)の受“は、すべて民間にゆだね、原「lとして機構は行

の公平・中立的な立場:海外にお
:費がかからない情報発信や謗書

海外プロモーションの
とし、こうした活動を行うために必要な経費を計

なおt彙託事業については、22年度はすでに事業が開始されており、年度途中での中止は日離。

B-1く 1)
労働政策研究・研修機
構

労働行政担当職員研修(労働
大学校)

※不要資産を売却
、́事業規模を縮減
た́上で国が実施

Э労働大学校で実鮨している研修のうちゃ椰道府
晨労働局等において実施可能な研修について、
い菫府県労●局等に移管する。
D厚生労覺省田係の他の鮨設で実施されている
研修の労働大学校への■的化を回ることにより、
"●大学校の土地・■権の有効活用を目る。

平成26年 4月 以降
こなる(※2)。
Kl機 構は、平成15年に、行政改革・特殊法人等改革の―■として、特殊法人である日本労働研究機構と
日の労慟研修所を整理・餞合して発足したもの:
K2労 働大学崚は、自青隊や埼玉県警●助慮などに日まれた「市街化諷整区墳」に位置しており、土地・●
助の売却は爾盤6

i3
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項目1番号| 法人名 事業名 Wo結 綸の付‐8E 今後●■●方針(目薔) :●体関な"轟|■由̀由な■:

B-13く3)

医薬基盤研究所

基礎研究推進事業 ※厚生労働省、特定
法人との関係、科研
費等との関係、製薬
会社向け支援や当漱
法人が実施する必要
性等を再整理した上
で、ガバナンスの強
1し、事業主体の一元
化という視点で見直
し

政府における研究開発独法のあり方の出臓や摯
含科学技備会議の機計を■まえつつ。ガバナンス

躍議 醐 轟 協 現 網 剛 臨 潔
詢・効果的に奥菫するよう、体"菫 働りについて
瞼計.不要資庄については、日庫に選納する。

:  嘗    :
ムオフィサーにより、遭"状 況の把担.“凛●に向けた適切な指導・助書を行つており。これらは年度単位で実
籠してしヽる.
現在t新規採択朦目を目(厚生労働省)が募彙・採択する方向で来年度の構算要求を行つている。今後も新威I●剛こおけるワイフ・イ′べ‐シヨン分野の方針̀啓籠E::剣圏倒記:議費21醤呂臨技術会出における■●く研究口発法人が研究費配分J
菫品・匡姜機薔の研究開発支援をより効率的・効果的に実施する●点から、体制壺●等鑢 討する必要があ

8-13く5) 希少疾病用医薬品等開発振
興事業

希少療輌用目凛贔●開発撮■事業は,燿‖と晨■の分菫を■保しつつ、効率的・効果的な研究開発支援を
着慮し。助威全交付薔準の明凛化を含めた事彙主体の―元化を目指すものである.しかし。本事書により田■

駒付金菫用は国ではできない。また、事業菫用に必要な人員薇保のめど慰=聯 状況でltam的 な事彙0
彙■は不可能である.機つて、これまでの実綺体“を麟まえつつ、開発企黛に対して可鮨な曖り有益な事彙ス
キームが慎重に策定されなければならない.
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3.事 業規模について

沖縄科学技術研究基盤

てヽは 今ヽ後の主任研究■0採用状況や大学鶴大学の研究看■0奥 崚■を饉奮えつつ検討することと
している。)
なお、籠臓薔0に 当たつては、民間安全の活用専により予=0● 減を目ることとしている。
1.―(3):予二嬌●0●■に向けたその他の主な取颯は以下のとおり。
・発注颯度の書い研究費材について、―情購入スは単●腱的を■用することにより、競争性を=め .コストを構

年10月に導入した電子入札システムの利用を進め、入れの選明性、競争性の向上、事務手崚者の効率化を

1中央●■を行うことにより、研究■0コスト童腱を高め、研究費材費を抑鋼する。
:共口して利用することが可能な研究●●の中央管ヨ及び共同利用を■めることl
、研究●●購入費を仰劇する。
人件費を抑"す る(平成22年由は1.1パーセントの綸与水準の引き下げを実施し

るため、饉段・菫臓椰及び学薔椰を新段じ、専担の口員を●置す

粛 暴を颯告するとともに、6月以降、毎月、内目府
目する●●協■会を開贈し、機構の管理ヨ営体"
てヽ、颯告・情燿交機を行う等.内口府と魯構の購

※ガバナンスを見直

沖縄の燿口晨び
術の発晨に寄与



※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

、候補枷件を鵬壼中。平成25年1月の移転が目欄.市ヶ谷・

、所■の手崚書■める.

鷲憶零壁孵鶏a記脇穐留麗B‖躍
慮しつつ、兵庫口●・Lンターを中心に移管をはかる。なお、地

平成234t末 に■暉返納する方針。ただし、事■
予約金●)を差し引く̀=が 生じる

.研究の違中量臓での公ロセミナー・シンポジウム等の日催

(22`F朝 )

、世饉やアジアロ覺銀行、

.調査
平成2年 度予=で 開減済み。
.研究
平成2年 度予算で““済み.

、口接経費の日除などにより

1.研修員受入経費を開減。
.青年海外協力臓経費の●麟及びあり方の見直

.専門察手当の■■し、自止による硼“。
田接経費の見直し、全体事業量の見菫しによ

手当てを見直し済み。在働・住宅手当については、外“有臓■0■ 見も取り入れつつ見菫し方針を定

て(平●23年度予=要 求として180●円くa■ ・研究分122億円含む)の開減。

仕分け結果のフォロー

費、調査研究
費(JiCA研究所を含む)、
協力・研修・政策増等の
、人件費・旅費・事務費・

見直しは不十分

託費等
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項目番号 法人名 事業名 WG縮 綸の付配 今後On● 方針《口書) 具体的な肉審1理由(口書)

A-2-(4)

国際協力機構

〔前回仕分け結果のフォロー

アップ)
国内施設の運営費、調査研究
D経費(JICA研究所を含む)、
安術協力・研修・政策増等の
経費、人件費・旅費・事務費・

業務委託費等

K見直しは不十分

1.人件費
1-1.綸 与水準の見直し。次期中期針日で更なる
開"計 口を検討.
1-2.在 鮨手当の■■し。年内に方針を定め、23

る劇魔(■■対

2-2. 入れ化の拡大(8カロコ
け→

2-3.

1.人件費
1-1.綸 与水準の見直し(0、②、③:0)

:雌霧謡協酪聯喬E鯨署暑:躍醍鋼f期瑠栽瓢轟鼎轟璽瑠賑

)の0加 のもと機計を行い、年内に■■し方針を定め、平成23年度中のコ用を検討.

てきた研修菫■彙薔、専用家等凛遺彙薔t研修
、平成23年度中に菫営1ヒして間接コストを最小化、

人員のスリム化を行う。

A-4-(1) 取引契約関係

※密接な関係にある
と考えられる法人と
契約する際には、して
かりとした情報公開
穣務付けを前提とす
る

1.‐般菫争入■の優薔おど競争性向上の優遭.
2.「麟争性のないH8興 "Jの■当性を契約璧鶴
腱員会にて全件腱=。
3.情颯提供●書付けに目する●魔菫働

出した一般鶴●入れの促遭(2田件120●円を対彙として。14億円〈菫営費交付金)を開■)に饉き、
実童のために入札対彙にならなかった串僣 粕壺し、23年度に麟争入札に移行する(経費の“
24●円(■営費交付金))。
■ヽ腱菫興的10)
日ヽな彙"lp84件 については、競争化の可籠性について,契約監視委員会にて全件●Bを実施

●名、役員へのJICA OBの●●R況、菫近1年間の」ICl
魔餞計中。7月27日に日僣の実的菫視彙員会に付議し、

A-4-(2) 議員宿舎
※事業の廃止を含め
た検討

区分所有職員住宅を全戸燿分
使用料の見菫し

卜分析及び使用料の見直し率を作成し、今年度中に使用料を改定予定。
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項目,番号 法人名 事業名■ Ws縮綸0付腱 :`●●●虫饉力“く口書) 具体的は内書|■由〈日害〉

A-7-(1) К産大学校 k産に関する学理及び技術c
険授及び研究

※専攻科め統合を中
心とした他の法人と
の統合を検討

「東海洋大との■■変換の"暴 、学生の饉済的
L担増加.暉校のカリキュラムや海技士姜威の方
匈性の■いから:車魔科の薔合は日腱。なお、双
ケの役自分担の明確化寺について検討。

籠東海洋大との役●分担や水壼系海技士の書晏■向を踏まえ現行の航濤士。●■士の定■(各25名)の配分
D見直しなどにより、事■の効率化・合理化を回る。

A-7-(2) 航空大学校 教育訓練業務
※受益者負担を高め
て国費削減

腱菫■負担を導入し、日■を●減

るヽ麟空会社等から.菫切な水準の負担を求める。
饉費を●減

A-9-(1)

都市再生機構

都市再生事業(市街地再開発
「業)

※リスク管理や事業

A-9-(2) 郭市再生事業(土地区画整理
事業)

A-9-0) 椰市再生事業(土地有効利用
事業)

甲咸2年 産中に「●市再生事●●●l=儡る薔率J

を速やかに自ら行う
こと

,明籠化を回るとともに、事彙椰●プロセスや情
臓■示のあり方について見直しを行う。

ており、き市再生機構の■3と組腱のあり,I● L で`漫青を通めてこ`るところ:

A-9-(→ 椰市再生事業(防災公園街区
駐備事業〉

A-9く5) 椰市再生事業(居住環境整備
「業)
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※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整した0で はない。

項目番号 法人名 事業名 WO結 論の付“ 今後の取組方針《口書) 具体的な"●|■●〈目害〉

A-13く2) 国立美術館
由設内店舗用地の賃借((財)
西洋美術振興財団等への賃
書)

※競争的な入札の導
入によるコスト縮減、
自己収入の拡大を徹
底的に行う

※競争的な入札の導
入によるコスト縮減、
自己収入の拡大を徹
底的に行う

人とロ

で、よ
、企■劇

。より良ι

群 里り讐讐_」::闘謬り雪ン“日■●●)
F●7● 口童を得た後、月遺平成23年凛に更新する民国麟争入れによる●務曇缶
ていることから、平成23年産中に企■菫争に移行するか、民口競争入れの対彙と

:ミュージアムショップアール71Jュ (腱 童異的)
1社神戸ゴマルゴ (腱 =彙 的)
●を得た後.全口"● 等の導入を含め、よりよい方逮を検討し。平成244魔 以降に檜ロ

;団 くnt契 的)
口0)
.全■麟●等の導入を含め、よりよい方途を機計し.平成24

で、よリー層の饉賞環境0
平成24年度から■次IEし ていく予腱

A■13くの 国立文化財機構
施設内店舗用地の賃借((財)
ム教美術協会等への賃借)

■行の■0興 "繊 了後、Em40■ に充分配
|した上で日次全■麟争を導入する●.麟争的な
■摯憂 明性を確保した興的に童■

:童京目立博●●E営 協力会 く腱な彙的)、棒式会社印彙社 (腱な契的)
1社輛姜軒く饉意興釣)、書“オ→ウエ"=フ

・
ライス1株喧会社 〈nt彙 的)

■富■ 刀雷 :十属 Z4キ E示 、幕 =雷 】 Hj凛 覆 :十属 22キ 属 示

:平成22年度末:析ルオー"・工"=プライス
・
株式会社:平成22年度末

→下日の■行興"務 ■饉7■ .

朦=会 社 〈m8興 的)
る平成20年魔に向けて、企■菫争に移行予定

へ仏彙由衛協会 (腱菫興釣)

A-13く6) 目立科学博物館
施設内店舗用地の賃借((財)
斗学博物館後援会等への賃
吉)

L野ホ館のミュージアムショップ用地の賃賞につ
ハては,競争性のある実的に移行する。
ヨ燃薇青■のミュージアムショップ用地の彙貸に
,いては、入"● サLゼ スの充奥1=●●した上
C、次年度以降の対ルを検討中。

上野本館のミュージアムショップ用地の■費については,入鮨者サービス向上の颯点から:平成23年度からの
出店について、平咸22年凛に企画麟争を実出する。
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※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

難 :精 法人名 事業名 WO僣 綸の付臓| ●後のな颯方針(口書, 具体麟●書|●“●“"||||■11●111■|●:i:::||||

A-15く1)

国際交流基金

日本語国際センターの設置運
営

К国費の縮滅、自己
反入の拡大、人件費
D見直し等

|■人件■0自■.一部事線の休上、受義者彙
Eの拡大を■に国る。

"士 口理プログラムの新燿採用休上、修士朦程プログラムの新規採用半ユ.
訴 薔の見直しによる●●●■0効 率化。
鍼 菫者負担盤大の観点から、研修生に対する研修僣助費t日●費等の支綸領を開減。

A-16く2) 海外日本語教師を対象とする
日本語研修

A-15く3) 関西国際センターの設置運営
※国費の縮滅、自己
収入の拡大、人件費
の見直し等

摯員人件費の自減t―都事彙の廃上、受義者彙
巨の犠大を■に国る。

D7ジアユースフェロ■シップ(■等牧青彙学会訪日研修事禽)の魔止。
猿 日外交官研●プログラムの自止.

撮:躍聖瑚鶴踏鰍 b愧颯ほ皓離籠。A-15く4) 外交官・公務員を対象とする
日本語研修

A・17く1)

襲畜産業振興機構

奎産関係業務(需給調整。価
書安定に関する業務)

※プール資金のあり
方を見直し、緊急性
のある事業以外は国
直轄で実施すること
も含め、事業を整理・

鯖減

■慮■儡彙書については、日0との役自分担を明
由化。●●は、プール資金の機腱が必要な経営安
定対策を薔本とし、その拍完対策、騒亀対策に瞑
走。

A-17く2)
奎産関係業務(生産者の経営
安定のための補給金等交付
彙務〉

り:書餞書奥歯。また、
・売演●については、

(22年 産に姜=饉 曽安定対彙にお

A-17く3) 畜産関係業務(その他薔産業
隈興事業等)

いてモデル実施)。

A-18く1) 野菜関係業務(指定野菜価格
安定対策事業)

※制度設計の見直し
※不要資産の国庫通

隣 食料・農彙:農村薔本針■及び事彙仕分け
購果を出まえ、400「 を目きながら"魔 の■■
を́行うとともに、不事責産の●●をしつつ、日費
Dent彿 。

、●"■ を野菜口格安定対策の23年度所■

下の見直しを崚計.

A‐18く2) 野菜関係業務(特定野菜等供
恰産地育成価格差補給事業)

綱

綸減口を野睾口倍安定対策の23年度所属日に活用す

ついて:具体的に以下の■菫しを検討。

A-22く1) 家畜改良センター 全国的な視点での家畜改良
※種畜の多様化、系
統造成の支援などに
特化

露日・●菫府県との■携強化や役割を明薔にする
Lともに、租■0多 様化、幕餞遺成の支■などに
け化。

全目的な幌点での議薔崚農彙番については、民口で実鮨可色な彙書の中止、嘉統遣成の効率的な実施と県・
員田への改良用素材の■供に重点化するなどにより、23年度構算晏求を麟●。
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※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

項目番号 法人名 事業名 WG結 綸の付田 今後0●●方針く口書) ■||■体的な内●|■由(自書)

B-2-(1)

中小企業基盤整備機舶

高度4し事業
※不要資産の国庫透
納

,■慶化融資事■の中で政策意●が低下したr■●化事彙Jや『経営改革事ホ」について廃止。

酔 導          菫 表『
政策二=ズヘの言応を

1化
するところであり、今後。これらの

口。(E神・減島大●贅C95)108中餞沖地●“つなど)
,中小機●0貴壼全体はt共済興釣■の財産を保全するための担保責産となってもヽる。4月23日の事彙仕分ξ
=おいて、先取特籠(●●の費凛全体に対し、他の債●●に先だつて弁清を受ける権利)は、●●なして了承き
している。

B-2-(2) フアンド出資事業
※不要資産の国庫童
納

転拿・
―に再

■し、
ファ: iナンスを一層
n化。
'「B-2-(1)」 と一体で検討する必晏がある。 るため外部有

スクマネーを強化するため、燿串支晨、威曇支晨、転拿。再生支●●t
亀 ―に再編し、地城応援ファンドの農止、また、以下の3颯蜃に再●を行い、併せて
:済(平成22年 7月)。
(アーリーステージのベンチヤ‐全彙へ投資するファンド)
フアンド く威曇が見込まれる麟事彙■口や転串、事彙●●等の中小企彙を支援する77

ンスについて

B4-(1) 労働者健康福祉機構
労働病院等業務のうち産業保
建推進センター業務(助成金
事業を除く)

※省内仕分け結果1
/3綸減にとらわれな
い更なる削減を求め
る

諄目的・■餞的な研修等の■3に■点化を目ると
ともに、併せて、平d25年度までに47楓点を1/3種
彙まで日ま串的1ヒすることにより。交付金の籠減、
日員0自 重を目る.

こう」調脂卿 留鷹お畿用踏躍ヽ 鷲錦糠場中
隔等)りに時間や饉費を晏するため,計目的に魚的化することとしており、平成23年度以障の任算晏求から反
映させることとしている。

B-4-“)
高齢・障害者雇用支援
締

準害者職業センタニの設置通
営(地域障害者職業センター)

※美術品等、不要資
産を売却

1)● L)層用・籠
ホ椰の,■ 部門1
14● ・人員の薇
円の1■(10人)
|力子威J■ 0月

よ
靴
詢

1)、0 〈独)■用・鮨力"発 機構からの彙薔移管を麟まえて実施するため。
0平 222年度については、一般触争入■により、民間法人に委離して地方彙鵬を実施しているため。
D公 用車の軽白働率へ0転 機は「減●償却費壼の耐用年颯等に目する省令」(昭和404大口省令■15■)
こ定める法定耐用年彙●に基づき腱■的に行うため。
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※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

|■自■号 =^名| 事業名 WO結 治の付記 今後の取饉方針(口書) ●体麟 "●:菫誦 書)

B-5-(1) コ立病院機構 診療事業

※当該法人が実施
し、事業規模は縮減
※病院のガバナンス
については抜本的見
直し
※本部経費綺減、ブ
ロック事務所は廃止
を含めて検討
※他の公的病院との
再編等についても広
く検討

化による地増饉壼へ0彙 麟、日菫公

嘔ナンス強化が国れるよう。日との人

.痢鵬0規 機や●腱

n付

L.●
出金の
1●
。本●・ィ
ロック
,書
所聰員事の

飩彙的の●●した菫正化
D。■遭コストの一月の“減

輌鵬■営
1596)

鋼(23年度
21年産より 今後の崚菫時も引き

23年 4月に実出予定

:201人)→現在(200人)
、麟争性・公正性・透明性の■

非a
5万

144●臓‐143●鵬 ▲1痢腱)

くヽ

B‐5く2) 労働者健康福祉機構 労災病院の設置・運営

※病院のガバナンス
については抜本的見
直し
※他の公的病院との
再編等についても広
く検討

けバナンスの一日の強化を目るため、労贅輌院
トツトワークにおける各自腕の役割指示、PDCA
こよる静●と改●、経営拍●●を更に●底し、労

路副質rル

ープ全体として効率的に労
十
僕瘤に"
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※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

項目番号 法人名 事業名 WO結 綸の付配 今後の■饉方針く口書) 具体韓 "■|■自(口書)

B-6-(3) 里化学研究所 委託業務関係
※コスト意識をもつた
取組みが必要

・理研全所における外部委託のあり方について。自ら■菫しを回るとともに、外部有"奢 ●により構成される「築
綺璧視委員会Jの検討状況を踏まえ.コストの日から●8契 約.―者応■0更 なる改善を図つていく=
・出体的には、労●■■■“的0● 着目的を―●競争入れとする等、麟争性のある羮"へ の移行が可色なも
のについて移行し、複臓年度異的を結んでいる等により■■しが行われていない臭的についても、異的鋼口終
了後、所■0■ ■しを行う。
撃た、■に選朝性・競争性のある興●2●●るよう、1:●続き仕様書の見直し,公告期日の甍曇導について検討
する。

身豚輝躍理電8盤震辞鍵箸IT:3ヨ責』田闘闘贈撃慶り留撃卍怪選幾針のマ円

B-10く1)

科学技術振興機構

科学技術情報流通促進事業
(科学技術情報連携活用推進
事業)

※―層の効率化を目
る

“彙の=用りについて■亡しをすすめ、平滅23年
菫の構=要 求に反映する。

平成22年度申に、利用事の任いプログラムの廃止や事彙の再構築等、―日の効率1ヒを国り、平成23の構諄薔
彙においては大幅に事彙燿槙を縮減(△14億円(△“輸).

3-10く2)
科学技術情報流通促進事業
(電子情報発信・流通促進事
業)

B-10く0
科学技術情報流通促進事業
(技術者継続的能力開発事
業)

B-10く5)
科学技術情報流通促進事業
(研究者人材データベース構
築事業)

B-10く6)
科学技術情報流通促進事業
(バイオインフォマティクス推進
センター事業)

B-10く7) 邸内事務所の運営 ※更なる整理統合
い内●●所をキ■、■料"Jの 方向性で構計を
い ており、平成22年8月に移転計■率を策定し
ヒ。それに従い、年魔内に移転を目始する。

“内事薔所については、
:。平r22年11月に
しきを■める。なお、

B-12く1)
新エネルギー・産業技
術総合開発機構

研究開発関連業務(ナショナ
しプロジェクト事業)

※特定法人との取引
関係の見直し、研究
開発独法全体の見直
ンの中で、特に国、産
総研との関係を含め
て抜本的なあり方の
見l●し

'NEDOの 研究口,マネジメン曜 色が活かされ
ヒい、公羞法人―■、独法―者などの少麟■によ
6プロジェクトは.療用、22年度をもつてNEDO事

1譜 』確 11プ ロジェクトでぁっても、公菫法人ヘ
D支出比率0宙 いプロジェクHこついては、公益

朧についても、
ェクトについて 年魔で饉了する.

1法1■など少人
に出が過半を超

rが麟申した富魔
、スマーげ リッド
|を後押しする実
レ の強化や、日
リソースを串申働

=ど薔捜新・システ
■事■●の一貫し,
目的なネットワニク
にする。

:については,独法1■など少人薇によるプロジェクトや独法向け支出が過半を超えるプロジェ
年魔約100億円の支出を22年魔には的70億円に開減することとした。

:人一者、独法―看など、少彙者による15事彙く22年度予=
ては自止。

公菫法人への支出比率の■い6●■については.公菫法人向け支出を

とヽ考えられる36事彙(22年度予算200●円)については、平虚 2年度をもってNEDOの 事彙と

、スマートグリッ陸 ど晰技
■臓的なネットワーク



※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

項目■尋 法人名
‐

事業名 WO結 綸の付記 ●●0取 颯方針(口書) 1具体“|"ⅢI■■(00,|111111■|=■,111■■|:L

B-13く1) 医薬基盤研究所 基盤的技術研究

重賃儡 警曇
腱理した上で、ガバ
ナンスの強化、事業
つ重点化、事業主体
つ一元化という視点
で見直し

ウ後、研究■80■ 択と串中を目るため、On●
け彙、Om菫 な薔彙田発、0● ●・再■8染 壼対
魔もの3点に重点を置いてヨ曽する. 菫癬団体等と●●●的にな二交鶴を行いながら、より、社会的ニニズや日の政"

B-13く2) 医薬基盤研究所 生物資源研究

16財団との日儡を整■するため、“腱分■につ
いて、HS財 日との共同事由から■●●彙研究所

鍵 犠 盤 調 畢 身
る。その
キ
めにあ
T,薔
:財調簡瑞革」硝躍踊触 離巖属露:犠

に藤な体●1備を行い、

自築研究所
塵築及び都市計画に係る技術
=関する調査、試験、研究及
び開発等

※独立行政法人改毒
の議論の中で基準竹
成関連とそれ以外の
研究を整理しつつ、
:日建設省系の他の尋
究所と併せてそのあ
り方を抜本的に見直
ナ

肝究■■について籠慮綸を行い。住宅、一●■饉
臓び●市に関する●準作成田■の研究に一層の
腱菫化・澤化を目る。

てヽお慮綸を行い、平成2年 自の予算●行において薔準作成田■0研 究に■慮化した。平成
しヽても、薔準作成田菫の研究への一月の重点化・澤化を■める。
の●●「薔において、■●研究所が■鮨する●I佳 書●●しら晏性があるもの書曇択するこ

として研'
し、日年」
・研究テ
斃■■0
・今後の1
討を■じ、

ケる.
;研究崚■。大学:民同研究機口等との通切な役●分担のもとで。研‐
る.また。自己収入の鐘大を目る.
」政府で行われている研究■彙独立行取法人のあり方に■する機

8-17く1) 情報通信研究機構
新世代ネットワークの研究開
発

Kガバナンスについ
では強化を図ること

て`は、研究口,体"の再●や、研究プロジェクトの一日の重点化.民田全彙●

て横晰的な取り組みを"プ ロジエクト●を新
るなどにより、研究開発摯薔の効率化を自

日本貿易振興機構
コ際ビジネス支援(」ETRO本
邸、海外事務所、」ETRO会 鮨
等)

※不要資産の国庫通
納、ガ′《ナンスの強
化、人件費・管理費
等の抜本的改革

D不要費庄の日庫=舶
1.Jヒ:"0会館については売却
2.保有する●員宿●については彙的化を行い一

諄書売却

摯
くナンスの強1し、人件費・告■費等の薇本的

L『尋鑽
下ヽげに向
:て
賞与を見

融 扉闘携「呼す柳
=

れ騒 :3器
し

■曽費交付金の―艘管■■で▲3%、串薔経費で▲1%の効率化を国る。

=ついては、■釣化を行い一部を発却の方向で準備中。

ついては,22年

8-20く3)
た学評価・学位授与機
韓 単位授与事業 K国 費は投入しない

|■の効率化を目り、事彙費を●減することによ

嬌錯議躍腱璃F対す
る学位螢与:肇                ∬ 翼冨II塁

導
決。
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項目番号 法人名 事業名 wG結 論の付配 ,■o取颯方針《口書) 二体的に肉書|■■lnep

B41く 1) 大学入試センター 大学入試センター試験の実施

※コスト縮減、自己珈
入の拡大に努めた上
で当該法人が実施

卜●仕分けでの指機書■まえ.■曽費交付金をゼ
コとし、口用として独立保諄の■月とする。(ただ
、́10年に一度必晏な新学口拍準■颯改rへ の
け応など、瀾菫の書量があ甍な場合があり、それ
晏含めた■期的な観野に立った囀まmalが 必要
[ある。)

可籠な限り経費■■の努力を"と ともに、●tした広報活働の晨日による0加 大学の増など自己収入の整大
により、平成23年度■曽費交付金の■求額をゼロとする。なお、仕分け鮨暴が出た時点では、22年度予算はす
でに執行きれており、可鮨な限り早く対応するために、平成23年度から措置することとする。

Bつ 1く2) 大学入試センター
大学の入学者選抜方法の改
善に関する調査研究

大学入試に目する専目的な■壺研究赫 'が日でt―の中機的機口として、O●点口整の方法、②センター
n00モ ニターによる日壺、OIJスニングテストの成果の検■などセンタ‐譲朧実施に日遭しF_H壺研究やOメ

こ■遭する■壼研究に集中・特lLする。
雑 入時代に対「した纂 い大手八日のあり方、OF詈 看等の二‐ズに対椰した情層措置の方法など将来的
な入口“産のあり方に■連した日壼研究などの■口l導 中・特化する。なお、仕分lf●暴が出た時点では、22
■産申の研究は口綸されており、これまでの●●性を目まえ、来年度から見直しを行うこととした。

B,2く 1) 物貿・材料研究機構 東京会議室の運営

※会議室等の共用■
を進める

留1記 単署尋里撃留調目冒鷺期目鰭岳虜霧査
|●●)の事務所等の―椰を利用して、他独法の
“薔所等とともに集おし.共用化を■める。

D枷質・材料研究機構車東会■菫は、平■23年 3月31日付で■■興約を解約する。平成23年4月以降は、日
ヒ特別支燿傲官“合研究所。債員輌俸センタニ及び目立富●専門学校●●とともに、事務所年を学僣総合セ
ンター(竹襦)に■的し、失用化を■める。
D平成22年度中に■儡●■口で魚釣・共用化に伴う口量等の具体的な口壼や政修工事等を行い、平成23年
1月金目処にホ的・共用化を実凛。

B-22く2)
大学評価・学位授与機
隣

け橋オフィスの運営 に学諄薔・学位優●●●及び目立大学財薔・経■
ヒンターが保有する学術総合センター(情輌)の事
"所等の‐部を供出し、他独法の事覇所等を学●
0合センタニに魚的し、実用化を進める。

DttI「●・学性授与●構及び目立大学財務・経営センターが保有する学脩総合センター(竹構)の事務所書
D―部を供出し、ウ質・材料研究●構。日立特別支晨崚青総合研究所、教員研リセンター及び目立富等専門り

B,22く3) 国
立大学財務・経営セ
ンター 茉京連絡所の運営

医‐‐ツ ,コ 打 ,電 子 籠 ‐ 百マ′ν~:‐‐ 0し ヽ木 用 1●て‐ 00●

D平成22年度中に日儡橿日間で彙"・夫用化に伴う口量等の具体的な■菫や改修工事事を行い、平成23年
1月を目処に彙的・共用化を実凛。
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(2) 持

凛日番号 1去人名 事業名 wO結 論の付記 |●●●最籠tllて口書,「 |■体韓 内■|■百̀口書〉|■|::
“
一

A-13く 5) 目立科学博物館
資料収集・保管(特に、YS―
11の所蔵保管)

※ただし、自己収入
つ拡大や民間からの
協賛・寄付の募集を
積極的に行う

rS-11については、定期的に公開の機会を設ける
Lともに。民日からの協賛・寄勝について検討を行
う.

口田空港=の イベント.空の日イベント、特用展「空と宇宙展Jにおける特別公開くH22～)
日久的な保存・公開の在り方、民間からの協賛・寄離についての検討(H22～)

A-15-(5) 国際交流基金 日本語能力試験
※国費への依存から
一日も早く脱却

い彙費に関しては全饉自己収入で充当すべく処
勝 み。引き綺き、新たな賦腱興菫地。年槙数回
彙施地の拡大、社会的利用を使進するための“
県機■への積檀的な広報年により、受a者数の
曽加をロリ.自己収入の拡大を目指す。

事凛費に日しては全■自己収入で充当すべく処置済み。引き続き。新たな鶴腱実籠地。年檀麟回実=地 の拡
大、社会的利用を促遣するための日係●■への積極的な広報等により、受験奢数の増加を目り、自己収入の
に大を目指す。

3-3-(1)

福祉医療機構

福祉貸付事業
※効率化などに努め
ることを前提に当該
法人が実施

D利 用者サ=ビスの更なる向上に向けた取組
のな庫
・資金貸付時の書査期間を更に短縮し、資金調
=二‐ズに轟菫に対応する。
・資金貸付時の申"書 目の■なる日素化に向
けた検計を行う。
D融 資相麟の強化
D有 事対応・欄働性の強化
D小 規槙僣繊に対する資金需察の支援の強化
D融 資条件の改善等の利用者側の利便性の向
L

スの■なる向上に向けた改革

【平r22年度措置予定】
【平成23年度措置予定】

2.腱 賛相餞の強化
安定した経営を行う上であ晏

ていく。
けから的mpr融資相餞に応じ.遭やかに安定的な事彙奥菫が日られるよ
イドライン)を公表し,必■な見直しの提案.助言等に勢める。

3.利用書のニーズヘの対応、有事の対応等の機島性の■保  【平成23年度概算要求】

〕-3-(2) 医療貸付事業
※効率化などに努め
ることを前提に当該
法人が実施

D有 事対応‐機動性の強化
D社 会巨燎法人等の公菫性の言い医療機目に
晴する資金書要の支援の強化
D融 資彙件の改善等の利用者"の 利便性の向
上

る向上に向けた改革

る贈
→ 30日以内 【平成2年 度措置予定】

【平成23年度措置予定】

進め.安定した経営を行う上で必要
ていく。
、速やかに安定的な事業実施が国られるよ

備黒司応・●鵬性lg蜜響
、有
,の ,応
年の●動性

?磯 F評
成23年度諄 要剌

インフルエンザ等の有事における‐時的な資金書要に迅速かつ●動的な対応に努める。
・社会医療法人に対する資金需晏の支援の強化
公菫性の■い医療機関への支援を強化するこ・麟棟31瞑露蘇3裾撃賠:. ‐

スピ
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項目番号 法人名 事業名 WG結 論の付記 今後0取組方針(口讐) 具体的な肉■|■1自(回書)

B-24-(3) 日本学生支援機構
私

励
費外国人留学生等学習奨
費制度

※厳しく成果検証
等を行つた上で事
業規模は現状維持

0事業を見直した上.実歯.〈優秀な学生の選
康、綸付予約‖の■切な拡充、成果槙饉の実施)
0見直し方OIについては以下のとおり。
Э予的採用の拡大針目の策定(平成23～26年度
までの実施見通し)
鋳 約採用拡大の実施手法については、以下の

て`は、以下のとおり。

22年度に措置予定]事 業の成果検肛について
事彙仕分けにおける取りまとめコメントで。事彙の成果槙饉の不十分さが指摘されたことを踏まえ、平成21年
菫学留彙鵬費受綸者のうち,大学等の最終年次者を対彙に、卒業後の遺路状況を目壺中である(平成22年8
月末串計完了予定).
|た、平成22年度学詈霙働費の受綸者がいる大学年を対彙に、本‖度の活用状況●を把菫するための口壺
臓 歯する予定である.

23年度概算晏求に反映】予約採用の拡大について

:群=貰圏 ::農言需窯革澤寝宴瑠肥蜘 袋証誠理露
拍されたことから、子
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項目番号 法人名 事業名 WG結 綸の付記 今後o●●方針(口管) 具体的な肉書|■自(口書,

A-13-(1) 国立美術館
美術品収集(収集・保管・展示
事業)

※適切な制度のあり
方を検討するととも
に、民間からの寄
付、自已収入の拡
大、コスト縮減といつ
た努力を徹底し、国
からの負担を増やさ
ない形での拡充を図
る

目立■術"に ついては。政府全体の独立行政
去人等の技本改革に向けた取組と連携を国リ
ながら、文化事業の特性を踏まえつつ、他の

示を行つたり、伝繊芸籠の公開及

人"度 の在り方につい

薔の方法・手続、評●結果を
0菫切な制度の在り方を含
、本年9月以碑tt● ●によ

、法改正のあ賽性も含め.有餞奢も変えつつ。制度設計について具体的かつ専目的な検討が必要。

A-13-(3) 日立文化財機構 文化財収集(展覧事業)

目立文化財機構については1政府全体の独立

【1.崚計の方向性】
目立文化施設は主に。資料を収■・保管・農示したり、実演芸術を公用して。国民の饉賞機会を提供するとと
もに、資料や公演に目する日壺研究等を行うもの。その事業は、自立性、組餞性、専門性が求められ、物 ナル

□りながら,文化事書の特性を離まえつつ、他
D目立文化歯殷と併せてこれらの法人倒度の
にり方についてt事彙仕分けにおいて構機の
bつた●動的な文化財取椰等が■餞となる仕
阻みをはじめ薔切な鋼産の在り方を含め、本
■9月以降、な臓者による検討会において検
障予定.

口"颯 ^▼ ψ 口‐`^:‐ “ ^富 ロエ "″ '↑刷^C● 0'ψ ホ 凛 口 `薔 菫 “ '

等の機本改革に向けた取組と連携を国りつつ、目立文化施設のこれらの事菫囀

8-14-(1)

医

隣
薬品医療機器総合機

磨査関連業務(医薬品・医療
機器)

※事業規模の拡充
※出向の在り方の間
題を含め、ガバナン
スの抜本的改革・強
|ヒ

澪憔 層塩癸
節の拡充の機逸
・目からの現役出向者数をH● し、課長級以
上の全■■のうち、プロパニ職員の■合を4書
以内に5096以上にする。  等

B-14(2) 安全対策業務
※事業規模の拡充
※ガバナンスの抜本
的改革・強化

露現凛臓li醐"て
。人員増,9安

全"策 棠

'日からの現役出向者数を開減じ、課長●以
上の全職員のうち、プロパー職員の“合を4年
メ内に50%以 上にする。  等

全塁当濃叔剛 鶏瑠理瑠晩P勧
鍛化,安全1警●「

9■よる治腱・書壼・市販
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4.見 直しの主な例
1

項目:番号 法人名 事業名 WG結 論の付記 今後0凛蘊方針(口書) .■体的な内喜|■由(口■)|‐■|■■■■|■■■

A-6 住宅金融支援機構 証券イじ支援業務
E分化支援事業の出資金のうち活用が■込まれ
壼いものはE納 することとし、その具体的範囲
=、平成23年度予算■威過種の中で確定する.

■庫選綸饉については、
D平成21年度2次補正予算による経済対策後のフラット35の事彙量の伸び率が月毎に変動している
DMBSの 超過担保率が足元で増加している
ことから、現時点で確定することは困難であり、最終的に平成23年度予算●威過程で確定する予定。

A-16-(2)
日本万国博覧会EE念機
構

公園事業勘定の投資有価証
券の扱い

※国出資見合い分を
返納

口構の残余財産の分配と併せて目出資見合い分
ま目庫に選納する。

購す
いのうち、万博機構から国出資見合い分(50%、約118億円)を直ちに国庫に
者である大限府に対する出資■合い分(47%、的105億円)を選納することに

1`[.

現在、 るヽことを路まえれば、公目■
腱定の投資有●■券につι ることが適当と考えている。

A-18-(1)

農畜産業振興機構

野菜関係業務(指定野菜価格
安定対策事業)

※事業規模の結減
※制度設計の見直し

麟たな食料・農彙・農村薔本計口及び事拿仕分け
餞果を■まえ、現場の声を聞きながら制農の見直
しを行うとともに。不=責 庄の構壼をしつつ、日費
の綸減を行う。

上げ書により腱減し、綸減颯を野嘉口格安定対策の23年度所

てヽ、具体的に以下の見菫しを検討.
る支援強化

A-18-(2) 野菜関係業務(特定野菜等供
給産地育成価格差補給事業)

目費について準備率(■金分)の引き下″により綸減し、繊減額を野菜薔格安定対策の23年度所raに 活用
ケるとともに、砂麟働定の二積菫損への充当を検討。          ′
陶定野凛●供綸壼地宙戌口格羞補綸事業について。具体的に以下の見直しを検討。

路隻曹8筆杏E圭留諄個澪燿3議楊支撮拡充

A-18-(3) 野菜関係業務(契約野菜安定
矢給制度)

※事業の廃上を含“
た抜本的な制度の興
直し
※不要資産の国庫
返納

。縮麟■を野凛価格安定対策の20年度所驀饉に活用するとともに。砂籍働定の昌積菫損への読

てヽ、具体的に以下の見富しを綸"。
中)の特例による活用促進

を目的としたモデル事業の実施
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項目番号 法人名 事業名 Ws結 論の付“ 今後の取颯方針〈回書) |■体赫 "書1理由(目1働|■|■■|■'■■li

A-19く 2) 驚蔓積鷲ξ韓
施設整

特例業務〈国鉄清算業務) ※利益剰余金を返継

時例業務●定の利益剰余金の取薇いについて

:議:鶏剛踊鐘利輩鶏:策書題網菱鏡鰐閣炉齢鞭糠舅場議番躙 撫
を提出するべく検討を■める。)

A-21-(1)

農林漁業信用基金

低利預託原資貸付業務(農業
関係)

※事業の廃止
※新たに運転資金に
対する政策的な低利
融資の制度設計を行
うに当たつても当独
立行政法人が実施す
るかどうかを含めて
ゼロベースで検討

器舗鋼菫錮鵬調響贈
緊る予算を姜求.

Iを受け。 :20億円を全■日庫に"付 .また、農粛
:重晏であることから。新しい=転資金‖次産粛化の進■■に伴ι

予=を要求:23年度予 の機置は困難.

A-21-(2) 匡利預託原資貸付業務(林業
IB係)

辞●舗果を受け。本彙務に優る政府出資金
17,050,75千円のうち。新しい遭転資金‖魔にお
いて活用する見込みのない7:距0'75千円を目庫
に輸付.

諄債錯果を受け、活用する見込みのない政府出資金7.2“』75千円を目庫に納付.また、「森林・林集再生プラ
ン」の権■●のために■転資金の円滑な融通が引き餞き重要であることから。新しい=転 資金“魔を政府出
燿金98億円を原資として実施。23年度予=の 成立が前撮であるため,22年度中の措置は困難.

A-21-(3) 低利預託原資貸付業務(漁業
関係)

「●●果を受け。農林濾彙信用薔金の本露務を
離上し、本業務に係る政府出資金00億円を全●

1憲写璃鶴出姦禽ま
ともに、新しい=転 費

,“
魔に雪32舞招        芋 甲轟締

B-1く1) 労働政策研究
・研修機

構
労働行政担当職員研修(労働
大学校)

※事業規模を結減し
た上で、国が実施

ている研修のうち.●菫府
て` 、

ている

雲あ募題響L手職 配警繁電灘滞全T摯
革の―■と1下,特殊法人である日1労,研究●構|

薔‰墓需森鏑饉
は 自ヽ衛はや崎

干
県書機
Pは
などに目まれた『市街4ヒロ整区壌」:こ位

,し
ており、土地・菫
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項目番号 法人名 事業名 Wo結 論の付記 今後の取組方針く□書) 具体的な肉書1理由(回書)

B-2く1)

中小企業基盤整備機構

葛度化事業 ※事業規模は縮減

,自■・転■の促進などの菫晏施策への対応(4′
9日経済産業省決定)に要する経費との日遭を
嗜まえ機営中.

5努 」L被
災地撃
?:J喰
菫者に■■な支

警
'日庫納付については、これら菫晏菫策への対応
こ晏する経費との口連及び中小●●の資産全体
ド共済興的者の先取特権の対彙となつているここ
L饉まえ検討中。

・高度化腱費事ネの中で政策童●が低下した『■饉化事業Jや『経営改革事彙Jについて廃上。
・■■.転■、企串再生及び企彙隼積など新たな政策ニーズヘの対応を強化するところであり、今後。これらの
出策へのニーズ等につい
:被災地城の中 ておくことが必

るための担保費産となつている。4月23日の事業仕分
けにおいて、 、他の債権者に先だつて弁済を受ける権利)は、員綸なして7
承されている.

B-2く2) フアンド出資事業 ※事業規模は縮減

,日業の促造や全棠再生などに有効なリスクマ
トーを強化するため,起彙支橿、成長支援.転
●・再生支撮等を強力に支援できる施策メニュー

こ再綱し、地崚庫撮ファンドは魔止する.
フアンド事彙出資先●に対するガバナンスを一

日強1ヒ。
「B-2-(1)Jと ―体で検討する●要がある。

,■業の健遭や企業再生などに有効なリスクマネーを強化するため、起彙支援、成長支援、転業・再生支援●
[強力に支援できる施策メニューに再“し、地城応撮ファンドの魔止、また、以下の3颯理に再●を行い、併せ
て出資晏件の見菫しを実菫済《平成22年7月).

8澤茉壼彙:嘉二g写「そ晟燿懲鷹講絵解凛解鶴 .等の●rll企業教授する
フアンド)

霧=践窮脇 ぶ:奮涙競撃集曳鼻土£芳振勇憲礎掌酬 解.を実施するため獅
"臓者の意見を麟まえた償菫な出資審査等、モニタリングを―層強化`

B-12く2) 新
エネルギー・産業技
術総合開発機構

鉱工業承継業務 奎摯への貸付債権も饉盤欠損金等の機いを財政
当局と口壺の上、不要薔を目庫返納する。

21年度末時点において賃付債槽残富が18社8億円あるため.貸付債権回収彙薔饉了(平成25年度)までに
b要な業務経費等を試算し、企拿への貸付債糧、“越欠鶴金等の量いを財政当局と口壺の上、22年度に不
ロロを目庫船付する予定。具体的な目庫綸付予定額については、日庫軸付後、出資金のE用 利回りから栞鵬
魔用を支出しない方法に移行する前提で100億円以上を予定。

B-13く4) 蓋薬基盤研究所 実用化研究支援事業 ※事業の廃止

平成23年度から魔止する。ただし、日からの出資
金については,全て曇"先 企業へ曇能費として支
出していることから、日庫=納 できる不晏責産は
ない。今後、厚生労働省とも相積の上、新しいス
キームについて検討したい.

:瞥鶴 認 雷鍵毯翻 i制 雛8観制 ‰ 轟 選饂 負t
かのみ経過的に実施することとする。

B-17-(2)

青報通信研究機構

民間基盤技術研究促進業務 ※事業の廃止

ξ
威22年度より、既に新

|=件
の事
11停
上しており

:TttT究
の機構分についても平成21年度に終了予

塁臓貯
餞り効率的な体鋼

下
委`
干711姜

了した案
す
からの売上鶴付の最大化に,P、 籠鶴欠損金

?改
善

躍 籠 驚 観 鋸 懇 野 撰 羅 「1晴
薇 費仏 件

|り
Ot側 こ・に必要猥 産補 壷して

B-17-(3) 議報通信ベンチャーヘの出資
事業 ※事業の廃止

断規出資は行わないこととしており、保有目債な
どの費自のうち、既出資串件の管理露薔に係る
陸費く人件費等)の薔保にあ姜最小限の資産を蘭
き。不晏責産は目庫に返納予定。

「新たな出資は行わないこととしている。
・現在出資中の株式については、各出資先法人の経営状況を把握し、日係府省及び他の出資者とも協■しつ

塾 薯留慶撃雰1鍵需職 鼻の管理彙務に係る経費(人件費等)の確保に■に必要な資産を補壺L
てこれを除き、不要資産は日庫に選綸する予定。
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項目番号 嵐人名
‐

事業名 WO結 論の
1付
記 今後の取組方針(口書) ●体""● 1■●̀口■"

B-18 日本貿易振興機構
国際ビジネス支援(」ETRO本
部、海外事務所、」E「RO会
館等)

※事業規模の縮滅
※ガバナンスの強
`し、人件費・管理費
等の抜本的改革

①不要費壼の目庫=錦
1.JETRO会館については売却
2.保有する職員宿舎については=的 化を行い―

“を発却
ゆガバナンスの強化。人件■・管理費等の機本的
改革

L轟 “ 翻
91Tげに向ltt賞与を見

2.海外事務所について、ヨ営体憫を見直す等に
より=曽饉費のコなる効率化を目る

::111競:131調:じ

①措置鋳み
:外部有働者により構成される契的監視委員会を設置し。腱菫彙約、―者応札・応事の契約について.競争性
朧保のため興的肉害を全件点検。
・『臓=興約見直し針口」(腱契比率を1096から1296に引き下げ等)を平成22年4月に策定し、現在計画を実
籠中.

B-19く3) 日
立大学財務・経営セ
ンター

施設費交付事業、旧特定学校
財産の管理処分、財産管理・

処分・有効活用に関する協
力・助言

※当該事業は廃止

蹴 賞酬翻雄騎臨 器雷雰:露窯ほ協
3■段費貸付
Lが想定されて
,あり、当面、

・
る協力・助言
■=晏 求に反

色●●●することは困難なこと、当1
L全についてはも法"上 必要に応1
事彙に係る債書のE済 に充てるこ1
ハること等から慎重な検討が必要1
●倒度を存鶴することとしたい。

D財壼管理・処分・有効活用に■リ
当餞事業は自上し、平成23年=1
奥。

i踊I]饉をご3J循ふIお讐霧後島鐵ご薔遷謬=薔剛訴ドな昌務酬 署蹟■機淵
らを‐日■めることとなり、かえつて口庫に負担をかけることになりかねないなどの鰈菫がある.また、当事業

藝珊 翻 職l譜購鋼 欄   織 質
鵬 轟講謝麟協臨。
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※事業規模の縮減
※密接な関係にある
と考えられる法人と
契約する際にはしつ
かりとした情報公開
の義務付けを前提と
する

1.一般競争入れの促遣など競争性向上の健進.
2.「競争性のない鐘意興的Jの妥当性を実的監
視曇員会にて全件菫=。
情報提供●3付 けに関するJ慶 整備

入札の促進(250件120●円を対彙として、14●円(還営費交付金)を出減)に鶴
に入札対彙にならなかつた案件を輔壺し。23年度に競争入れに移行する(経費

酬 については.競争化の可能性にういて。契約菫視委員会にて全件確=を 実

|.情報提供薔務付け(0)M田 “●服】
JECAの実施する入れ,企■競争に応じる企彙く取●役にJECA OBが喜就職している企彙)に対し、薦札後、
ヒ業名、役員へのJICA OBの戯朧状況、直近1年間のJICALO取 ヨ:富等の情颯公開を条件づけることにつ
:、制度餞|1中。7月27日に開催の実的重視委員会に付臓し、制度案を行政改革推進本部事務局ヘロ会。

『の■にやむを得ないものに臓定する.
■係法人の利益劇余金については,URヘ 都市再生機構のあり方に魔する検討会Jをホ年2月に設置し、現在まで延べ18回の会議を開

ており、都市再生機構の業務と組織のあり方について検討を進めているところ。

A-13く2) 術振興財団等への賃

事業規模の縮減
競争的な入
入によるコスト縮減、
自己収入の
底的に行う

るためには,現行の賃惜人と契約を■新しない旨通知する必姜があるが、借地借憲法に
異的を■新しない口の■知をすることができないことから。まずは現行の■僣人と協議の

宙者サービスの充実に日なしたうえで、よリー目の饉賞=壇 の
、より良い方途を検討し、平成24年度から日次措置していく予

イ・エス・ビーコーポレション (企■麟●)
醸了の向意を得た後、用途平成23年度に更新する民間競争入れによる業務晏
ILていることから、平成23年度中に企日競争に移行するか、民間競争入札の対

:ミュニジアムショップアールプリ■ (籠 童契約)
:棒式会社"Fゴ マルゴ (腱 な興的)
アの目倉を得た後t企日競争等の導入を含め、よりよい方途を検討し、平成24年度以降に僣

ニグアムカ,フ
・
契約先:財団法人西洋姜術撮員財団 く臓菫異的〉

:トラン興釣先:株式会社フトリエリープ く企目競争)
につ峻て:1週 興的更新姜了の同意を得た後、企目競争等の導入を含め、よりよい方逸を検討し。平成

:財団法人ダイキンェ彙現代彙術猥興財団 (nt契 約)

く0青 >目 立新美術館
・‐°丁‐-7‐ T=‐ニロ昴ア 「7■』4rた .

:株式会社ジョージズファニチュア (企目競争)
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項目番号 :法人名 事業名 WO結 論の付記 ●●い ●201(口薔'

A,13-(0 国立文化財機構
施設内店舗用地の賃借((財)
仏教美術協会等への賃借)

※事業規模の縮減
※競争的な入札の導
入によるコスト縮減、
自己収入の拡大を徹
底的に行う

:   製
`謝

な環境と遺明性を磯保した契的に費■

|力会 (籠意契約)、株式会社印彙社 〈腱菫契的)
ホテル■ "・ウ9-7与イガ株式会社 (腱量契的)

】彙社=平成22年度末
摯式会社:平成22年度末

、企■競争に移行予定

A-13-(6) 国立科学博物館
施設内店舗用地の賃借((財)
科学博物館後援会等への賃
階)

上野ホ館のミュ=ジアムショップ用地の賃貸につ
,てヽは:麟●性のある興的に移行する。
自然薇青目のミュージアムショップ用地の賃費に
ついては、入鶴者サ=ビスの充実に菫意した上
●。次年度以降の対応を機営中。

L野ホ館のミュージアムショップ用地の賃賃については、入館者チービス向上の観点から.平成23年度から
つ出店について。平成22年度に企口競争を実施する.

A-20 水資源機構 ダム・用水路等の管理業務

※利害調整など本来
行うべき業務のみを
機構が行い、それ以
外は他に任せる(機
構の業務としない)
※契約については大
至急見直し

曖以降に措置する予定。

見直しについては、

Э平成22年5月に契約菫視曇員会 ―者応札o載 書対策を含めた新たな目意契約等見直し計目を
し率は、平成21年度の40.296に 対し22.796まで改善した。購定した。

》彙薇の点検については、事業費の約7■を負担する利水者等188の 日儡
行つており、それらの意見を踏まえて検討を行い、23年度以降に槽置する予

B-6く3) 理化学研究所 委託業務関係
※事業規模の縮減
※コスト意識をもつた
取組みが必要

翼離覆塁懲割闊蹴破誦淵淵剛辟薯醐鼎器棚  「う具帥には、"観凛的の機難を,鱚争
焼認聴翻 鍛鍵慨騰鯖)について移行し、檀歌年度実的な糟んでいる事により

了後、所蜃の見直しを彿 。
・また、■に遺明性・菫●性のある興的となるよう、引き餞書仕様書の見=し、公告期間の電長等について検討
する。
。さらに、SP‖n「8菫営における外部晏籠のあり方については、事業の適切な=営 のため、経営や会計の専門
瞑など外部有餞者による●合的な彙務絆僣を行い。その備果を最大限23年度の曇“に反映させる。
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項目番号 法人名 事業名 WG結 論の付記 今後の取組方針(口害) 具体的な肉書|■由(回書)

B-12く1) 新
エネルギー・産業技
術総合開発機構

研究開発関連業務(ナショナ
ルプロジェクト事業)

※事業規模の結減
※特定法人との取引
関係の見直し、研究
開発独法全体の見
直しの中で、特に国、
産総研との関係を含
めて抜本的なあり方
の見直し

・NEDOの 研究開発マネジメント機能が活かされ
ない、公益法人,者 、独法―者などの少数者によ
るプロジェクトは,原則、22年度をもつてNED0
事業として廃上。
・複数者によるプロジェクトであつても、公益法人
への支出比率の高いプロジェクトについては。公
菫法人向け支出を大幅に開■。
・その他についても、機餞が●Iな いと考えられ
るプロジェクトについては、平成22年度で姜了す
る.
・産●研への支出については、独法1者など少人
欧によるプロジェタトや独法向け支出が過半を超
えるプロジェタトを見直す。

開 霧 発 し卿 墳彗蜂 夢
リッドなど新技術・システムの目臓晨開を後押しす
る実饉事業等の…■した職嗜的取り組みの強化
や。目目的なネットヮーク機籠の強化にリソースを
集中特化する.

については 独法1 ジェ 支出が過半を超えるプロジェ

ることとした。

ては廃止.

・饉儀が必晏ないと考えられる36事彙(22年度予=2000円 )については、平成22年度をもってNE●0の事凛
としては鵬止。
'日臓菫●力強化に費する産学官が“無した■魔な研究開発プロジエクトの推進や、スマートグリッドなど新機
断・システムの目瞭晨口を後押しする実饉事業等の―■した戦略的取り組みの強化や、日目的なネットワータ
ロ能の強化にリソ=ス を集中特化する.

B-13く1)

医薬基盤研究所

基盤的技術研究
※事業規模の縮減
※厚生労働省、特定
法人との関係等を再
整理した上で、ガバ
ナンスの強化、事業
の重点化、事業主体
の一元化という視点
で見直し

午後、研究業務の選択と集中を図るため、①腱輌
け策、②雌菫な新凛開発、O薔 員・再“感染菫対
臓、の3点に重点を置し`て題営する。

臓輌対策、迅菫な新業開発、新■・再興感彙住対策の日の政策諷Eの 解決などを目欄に。①雌病治療等の出
饉研究、0饉 藁贔等の毒性等静優系構築の薔盤研究、O次 世代ワクチンの研究開発の分野に重点化して、
より効率的・効果的に取り組む。
特に,難膚口係については、難虜団体等とも積極的に意見交換を行いながら、より、社会的ニーズや国の政
魔凛日に合つた研究を維遺していく。

B-13く2) 生物資源研究

HS財 団との関係を整理するため、綱自分■につ
いて、HS財 団との共同事業から医薬薔盤研究所
自らが実籠する形に改める。そのために必要な菫
口を平成23年度に櫛 。

よヽうに、平成23年度に必要な体制整備を行
る。

B-13く3) 基礎研究推進事業 ※国等が実施
※厚生労働省、特定
法人との関係、科研
費等との関係、製薬
会社向け支援や当膨
法人が実施する必要
性専を再整理した上
で、ガバナンスの強
化、事業主体の一元
化としう視点で見直
し

欧府における研究開発独法のあり方の腱摯や●
合科学技術会臓の綸齢書■肇えつつ。ガバナンス
り強化、事業主体の― 車麟的

り効率
るよう、
ては、日庫に選納する。

鰊 聯    議

B-13く5) 希少疾病用医薬品等開発推
進業務 ｀

目が今後策定する希少疾痢用饉薬品等の助成
日、助咸準についての諄薔薔準に薔づき遭切に
助成を行うことにより、日によるガバナンスの強化
を目る。これにより、政策的な田発支援や開発の
出妙状況などによリメリハリをつけた助成を行い、
しつて目主導によるオーファンドラジ の開発支援
を効率的・効果的に興鮨する。

菫し、助戌金交

ており、納

つつ、効率的1効果
元化を目指すものである。しかし、

鼈は不可能である。従って。これまでの実施体憫を踏まえつつ、開発企業に対して可能な限り有益な事業ス
キームが●重に策定されなければならない。
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3)ガ′ヽナンス

項目番号 法人名 事業名 wo結 論の付記 今後の議組方針(口書,

A-1 沖縄科学技術研究基盤
整備機構

運営委員会の経費 ※事業規模の縮減

認殴警1騨盤驚言卿
けた取組を進める|       ｀
1.予算・事業彙槙の饉臓
(1)=営 曇員会"僣 籠費の見直し
く2)●設整備計日の再検討
(3)予=規 機の薔減・事業の効率化に向けたそ
の他の取組
2.ガバナンスの見菫じ
(1)管理=営 体"の 見直し
(2)予算颯行,■ 体‖の見EL
(3)内田府との連携の強化

11予算・事業親機の饉減
予算規機の縮減及び事■のより効率的な実施を回るため、以下の取組を実施.

1二望姜査年
71里
墜2■ 1■ 晏響 イヽ=燿 ル賞受賞者等の運営委員が会議に出席するために必要な

り、

1.―(2):今色の饉餃整備計!
的には、本年1月に第1研究1
保有する研究施設と現在、嗜|
ペースを確保することとし、第
働時期については、今後の主
こととしている。)

1電,お鋤 三割設撃38雰里粘群碑寝齢Fる
こと|して
いる。

搬 ?高
い,究 =材

について、―指購入又は単債集的を菫用す
oこ
とに■り、競争|を

高め、コストを

搬 T入
した電子入れシステ■の1用

を通め、入
1の
透明性、露争性の向上

|1書
手競きの効率化

飼   ittit孵 叩   こ
り、人

「|:抑

“する(平
「
12年度は1.1′

STセント

1綸
「11?引 :下

げ

「

案菫

0

ることにより、責任の所在を明■に
2.―(2):予算軌術管理体鯛の改1
,加するr籠設及び菫般に目する→
同検討曇員会のat饉 ること書●コ
の予算課長を採用するとともに、予
2.―(1):毎月。●■より内自府に1

の緊密な菫■に"め ている。

0長が日僣し、歯餃壺備及び予算の責任■が
を餞置した。■■な入れや設計責夏については、
中執行のための管4● 鮨を強化した。また、専任
し、予算管理体制を強化した.
1果を報告するとともに、6月以降、毎月、内腱府
ケる逮綺協■会を開催し、機構の管理=曽 体鋼
、報告・m交 換を行う等、内日府と機構の間

A-3 国際協力機構 肯償資金協力 ※審査機能の強化 Lず件
の1定
・,壺プロセスにおける第二者の

2.事後"輌 の質の向上

目処に改組し、ODA薔 正会臓(仮称)を設置し、

JCA椰輌部の独立性を高めるとともに、事後需●の実鮨方法にメリハリをつけることで、より有益な教‖を得

::量;霧観躍鶏ヨヒ籍期な翻 鷺訛諭鵡現棚 響
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項目番号 法人名 事業名 WS箱 綸の付te 今●0取“方針(口■) ■体的な"書 |■自〈回書)

B-5-(1) 国立病院機構 診療事業

※当該法人が実施
し、事業規模は縮減
※病院のガバナンス
については抜本的見
直し
※本部経費縮減、ブ
ロック事務所は廃止
を含めて検討
※他の公的病院との
再編等についても広
〈検討

4.中長期的な観点に立つた、病院の規模や機能
についての必姜な見亡し
6.■営費交付金の開減

納『
綱威計日により轟上した病院の

ャ
地を目庫

請
出
,の
開減。本部・プロ・7●事

1所
聰員童の

3:番菫卿          .

バナンス強化が□れるよう、日との

3.

公事を実鮨

il:IIIIIIII]をサ懲‖ittitlttζll:1,I:|:『思11[:|ぅち。目立病院

、旧壺別.旧西甲府

:201人)→義在(230人)

に立つて、
見直し。
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項目番号 法人名 事業名 WO精 綸の付記 1今後の政組方0「〈口書) 暴体的な闘"●●(口="■■11■■||■二=||■■:■三

B-5-(a 労働者健康福祉機構 労災病院の設置・運営

※事業規模は縮減
※病院のガバナンス
については抜本的見
直し
※他の公的病院との
再編等についても広
く検討

けバナンスの―層の強化を目るため、労災輌院
トットヮークにおける各自腕の役割指示、PDCA
Lよる評●と改書:経営指導等を更に●底し、労
貶癬院グループ全体として効率的に労災疾病に
職り組む。

るガバナンスについては。個別の病院協鵬等を通じて各労災病院が果たすべき役割、

・●二的な研修等を実籠し、
・BSC(′ `ランス・

B-8-(1)

日本学術振興会

学術の振興に関する調査及び
研究(学術システム研究セン
ター)

※ガバナンス・透明
性の強化に努めるこ
とを前提に当骸法人
が実施

(1)センタ■運営姜員会に民日全彙等の外部有
臓者を半数種魔曇用する
とともに、研究員の人選にあたっては、民間の

るなど、ガバナ

ついては、働務実麟を踏ま

g電 男 職 譜 1性
の
7上
に
■

｀
下
以`下の方策により1体 的

な
7●
■回る:

・センターの管理=曽 及び事事実的に目する■■事項について●臓するために設置された
センター=営 曇員会に民間企■等の外部有■■を半数程度量用し、多様な観点による
センター運営を実現する。(22年度に措置予定)

O研 究員の人選

〈】習撃整縫全漏情亀ま
つては 民ヽ間の研客機甲

を含む幅広い●田から外部専門家を豊用する。

(2)研究員の日金の見直し

珊 副 殷 翻 躙 鸞り機 灘 3措義穀
鵬熱を
TT鶴

(3)研究員の研究費の見直し
研究費については、使途の範囲を明確にした上で、支綸緯■を大幅に圧腱する。
(△1●1千8百万円〈△26.696)の■)(平 成23年度概算要求に反映)

B-3-(2) 科学研究費補助金
※他機関との協調、
コスト削減、独立性
強化

(1)「他機関との協日、コスト開臓Jの点では 他ヽ
饉日に対して書壺:諄薔織彙の■逮な提供による
日目を回り、競争的資金全体としてのコスト′ξ
フォーマンスの向上、効率化を目る。

12)「独立性強化」の点では,日本学術菫員会が

臓揺調朧弘じ鶏謡解翻潔
嗜

:L躍 :｀
て 早ヽ期に琳 学術振興今

への警=

8難お=期 躊    ;8L慶 洛需鵬溌亀」檀諄亀娑雰ヂ結果な他
の書争

::[押踊臨鶴期鶏騨課椒焔螺 嚢踏熙 撃L零需魔織11瞥

綜 酬諾驚官慕贈鰹賞お製眠響癬調鶴晰語廊■組研究臓T晴手
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項目番号 法人名 事業名 WG舗 綸の付“ 今後0取組方針(口書) 具体的な内●・■由‐〈回書)

B-11く 1)

宇宙航空研究開発機欄

航空科学技術事業

※民間資金のよリー

層の活用

【ガバナンス強4L】
。目立研究開発機関倒魔《仁務)について検討を
"中 で。ガバナンスの在り方や儡別法人の在リ
方等についても検討。

【民口資金の活用】
・外部の意見を積極的に取り入れつつ、産学官菫
謗体鋼におけるJ″いの役自分担の―層の明薇
化を目り、成果の出口を強くな餞すべ書研究鵬備
諄日については、研究開発への民間の0目 を優
凛し、民口責金の一日の活用を目る。

【ガバナンス強化】

D月)を麟まえ 次ヽ期通常国会を目違とした法案提出を目指し検1
合や菫壺機鮨強4L●も法人のガバナンスの在り方●についても1
■ ■由会薇ぬ“●"‐ ‐■=ハ 鮨会議=:「晨14f_■“ルコJ

けを行う中で:目全体の科学技術戦略との整
貪討を彿 。なお。日別法人の在り方について
|ふ□llらぅ Or3● 缶:7:ヽ′_

【民口資金の活用】
D民日との共口研究:32件(FY21実績)
0設備供用収入:220,104千円くFY21奥饉)
0曇籠研究収入:222■77千円くFY21実績)
0技情移転料(ライセンス料)●件-3,552手円(FY21実績〉

L日のとおり。これまでも、ポ…イング社とのドップラー9イダー`世界初の航空機搭載型富 =々03km餞 乱気
魔検知システム)に目する共同研究等、民口との共同研究の実施により民閥側も責全負担をしており、また、
臓薔供用t彙"事 により、民間資金を受け入れているところ。今後、民日との共口研究等を発案させ、民間資
餞を活用した取組を■層着めていくよう"力 して,りたい。

B-11く 2) 宇宙航空技術基盤の強化

ガバナン
てヽ、研究開発力強IL法離劇■6彙に定められた機計期限く平成23年 1

目構し検討を行う中で、日全体の科学技術戦略との整
シスの在り方等についても検討を"。 なお、日別法人の在り方について

政法人等の技本政車に向けた取組と菫携を目りつつ、今後検討していく。

民臓資金の活用】
)民日との共同研究:4件(FY21実績)
)設備供用収入:21,471千円(FY21実績〉
)技術移転■(ライセンス料):10件=1,321千円《FY21実績)

てヽは、それらの書観的な諄●綺暴を欧米
での積極的な利用歌を確保することで:民
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項目1番号
t法
人名 事業名 WG結 論の付記 ●機0■組方針(口書) :二Ⅲ的な"●:●●Cn■"||||■|■1=■|夕|11■1議

B-14く 1)

医薬品医療機器総合機
構

審査関連業務(医薬品・医療
機器)

※事業規模の拡充
※出向の在り方の間
題を含め、ガバナン
スの抜本的改革・強
1ヒ

・ドラツカラグ、デバイス,ラグの完全解消に向
け、中期計日に沿つた人員増等の書壺la遭禽務
の拡充の機遺
。日からの現役出向者数を開減じ.課長●以上の
全●■のうち.プロパー職員の割合を4年以内に
50%以 上にする。  等

人員増や研修等の充実による質の向上等で書壺期間の短縮を目るとともに、相議体“の場 層8躊 翻 鋼雅 鰹 管』窯 譜写路轟

B-14く2) 安全対策業務
※事業規模の拡充
※ガバナンスの抜本
的改革・強化

NF沿
つて、人員■等の安全対策業務の

・国からの義役出向者歌を開減し,課長崚以上の
金●■のうち、プロパー職員の割合を4年以内に
5096以上にする。  中

人員増により。口作用症倒に田する分析辞籠の質・量的な充実強化や安全対策部門による治繊・審査・市販
隆を一貫してリスタマネジメントする体‖を構鮨する。
また。目からの現役出由者が多い上。主要ポストに多菫在●しているため、独法の主体性、独立性が不十分
というご精拍があらたところである。しかし、プロパー職員を採用し始めたのが独法化後の平成16年以降であ
り、20、30●代の日合が的7■を占めるという年齢構成の若い法人である。今後、このプロパー■■o成 長
に伴い、プロパー職員の管理聰が増えていくことになるが、当面の数■目椰を左口0今後の取組方針に認載
のとおり設定する.                             :

8-17イ 1) 青報通信研究機構
新世代ネットワークの研究開
発 K事業規模の縮減

謡 用 闘 直解 整凛 盤 語 躍 記 t:
"的な取り組みを"プ ロジェクト憫の導入などリ
陀田発彙書の効率性を高めることにより、ガバナ
ンスの一層の強化を目ることを検討中.

・晰世代ネットワーク領単については、研究開発体制の再口や、研究プロジェクトの―層の重点化、民間企業
●への姜託研究の縮菫を目り、事彙規績を納減。
・平成23年度からの次期中期日●期日に向け、特定の凛■に対して横断的な取り組みを行うプロジェクト"を

:傷慨 督瀕暑常磐目ξ事せP千
的の■直しを実施するなどにより、研究開発率務の効率化を

B-18 日本貿易振興機構
国際ビジネス支援(」ETRO本
部、海外事務所、JETRO会
館等)

※事業規模の縮減
※不要資産の国庫
返納、人件費・管理
費等の抜本的改革

跡 ■資童の目暉返納
1.JFTRO会 館については売却
2.保有する臓員宿合については串的化を行い―

暉を売却
"バ ナンスの強化、人件費1管理費等の技本的
費革

ヨ1下げに向けて賞与を見

Ｌ

よ

■

Ｌ

tヨ営体"を 見直す0に
化を目る

織 養F菫
視■員会を設置し、日=契約、

「
者応札・応

Tの
契約
Fつ
いて、競争性

・rH8興 詢見直し計画J(腱契比率を19%か ら12%に 引き下げ■)1平成22年4月に策定し、現在計画を実
梅中.
平成21 り大幅に減少し大きく改善`また、日欄も遭威。

てヽ。ジェトロでは開発途上日との貿易取引整大事■
に特化し、それ以外の事業は

漂経機種     藩1[1』事響嘉観警審IFおよて轟こ¬
023年魔颯算要求に反映

ぎ冒騒RP措
置を饉まえ、■営費交付金の一●管理費で▲396。彙薔経=で

▲1"の効率化を国
,.

。保有する●■宿舎については`彙釣化を行い一部を発却の方向で準備中。
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(4)

項目番号 法人名 事業名 WG結 論の付記 今後の取燿方針(口書) 二体眈 内春1理由(回書)

A-7-(1) К産大学校
水産に関する学理及び技術α
険授及び研究

※事業規模の縮減
※専攻科の統合を中
心とした他の法人と
の統合を検討
需糧お生離%1蹴識轟鑑穏霧
方の役■分担の明確`ヒ等について検討。

東京海洋大との役密分担や水産森海技士の書晏動向を踏まえ現行の航海士・機田士の定員く各25名)の配
分の■直しなどにより、事彙の効率化・含理化を目る。

A-12-(1)

環境再生保全機構

公害健康被害予防事業(機構
が実施する調査研究、知識普
及、研修事業)

※事業のやり方の抜
本的な見直し(事業
主体を変えることも
含めた見直し)

百績果を踏まえ∝ 業の対
日の目的に即したものであるこ
■を含め見直しを行うこと,0
・絆価し反映する仕組みを薔月

出社
る

こ

て、

[亭凛につい

暉境保偉分野)

①構量済み
〔環境凛薔分野)

3翼 :諭 軍31■ 薔謗奎
減夕
してきた事業、目的に沿つた,果 の絆僣が囲離な1業 は、予防事撃と|て

・機構が実施する事彙
エコカーフェア・大気汚彙防止推遭月間口菫事業・エコドライブコンテスト

る助
1事
業

※嬌に契約済又は鮨方公共団体へ交付決定内定済の事業に晨り経盪措置として実施する.

る遭正な知臓等を普及する。また、地城の大気汚彙によるぜん息患者の二‐ズ

12-0)
公害健康被害予防事業(地方
公共団体が行う事業に対する
助成事業)

A-18-(3) 姜畜産業振興機構
野菜関係業務(契約野菜安定
共給制度)

※事業の廃止を含枕
た抜本的な制度の興
直し 聯 響羅翻雛ξ響

甲■1●載し、構減“を野車償格安定対彙の23年度所晏“に活用するととも:こ、砂繊勘定の黒積羞績への■

てヽ、具体的に以下の

1:における収入積立口塵の導入を目的としたモデル事業の実施
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※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

項‐目番号 法人名 事業名 WO結 論の付記 ,00取 颯方針(田●) :具体韓 肉■|■自(口警)

Aつ 4-(1)

国民生活センター、農
林水産消費安全技術セ
ンター、製品評価技術
基盤機構

〈消費者行政の在り方)
広報事業

※消費者庁と国民生
活センターの役割分
担、連携の在り方を
至急整理、その上
で、他の省庁や独法
との横の連携を早急
に構築

く目民生活センター)
0消 費者庁は消費者行政の司令塔として、消費
者の利菫の■餞及び増違を回るため,消費者政
策全般の企目立案や消費者事故の収魚・分析及
び対応を".ま た、特宙法など消費者に身近な
間■を取り猥う法韓の軌行を担う。

0セ ンターは、相麟支優、研●、商品テストといっ
た地方の消費生活相臓を支えるための串務を一

体的に実施するとともに、全目の消費生活セン
ター等のネットワーク化を推連する。

欧な財務・組織管理体制の下で行うことが効率
詢。

Э平成23年4月までに取組を違成する。

0なお、
し、ノウ′
■奥鮨につい

《国民生活センター)
【消費者庁】
『消費者行政の司令塔J(消費者行政推進薔本計■)として、
一消費者事故情■の収串・分析に関する“度の基本的枠組みの構筆

A-24-(2) (消費者行政の在り方)
情報・分析事業

そ讃 臨 =争夏落農零11酬 週`他省庁やセンタ=と分担七カし
つつ、離扮析。

Lな嗅起。
―法令の企日立率や他省庁への働者かけその他政策立案
―消費者に身近な法律の執行

●を行う.

「軍属需要喜`笛 I:消費者行取糧遭二本II口)としそ、
相麟《薇由相晨、=接 相餞)の受付及び相麟を饉績とする次の黛務その他消費者行政の実菫婁籍を担

,0
-PIO― NET(消費生活相讀情報を書積)の日常
‐PIO―NETの航計処理,分析や当麟分析に薔づく消費者への一般的な注意嗅起、消費者庁・関係省庁

A-24-(3) (消費者行政の在り方)
相談事業

A-24-C4) 〔消費者行政の在り方)
笥品テスト事業

への情颯提供
―消費生活センターからの相餞に対応する宙贔テスト
ー研修 といつた実施事書を担う。

23年度予算においては、消費者庁が行つていた実籠的な業●について再壺理を行つた。
具体的には、
―地方消費者行政サポートシステム構彙事彙(22年度予算20:2万円)
P10-NETに よる対応を行う方向で事彙を魔上(22年度も執行を停止).
―E壼 機田ネットワータ構織事彙(22年度予算5メЮl万円)

宇度軍:書泉幾鳥需詢隣F~7・
デ~タベ~スの構彙等

1国
民生
Fセ
ンターにおいて実施すること|し、13

A4牛 (5)
(消費者行政の在り方)
研修事業

A乾 ←(6)
(消費者行政の在り方)
食品等関係事業

(農林水慮消費安全技術センター)
日消費書庁と日民生活センターの間の役割、■
勢の在り方の壺ヨ備果を目まえ、検討する。

A-24-(7) (消費者行政の在り方)
製品安全関連業務

【■品椰口技術薔盤●構)
ヒ分けの諄優柏果を騰まえ。今後、消費者庁と目
民生活センターの役自分担、二機の在り方が整
■される見込み。それを饉まえ、―層の連携の在
′方について検討を行う。

(製品「●技術薔盤●●)
仕分けの椰僣錯暴を麟まえ、今後、消費者庁と国民生活センターの役割分担、遭機の在り方が整理される見
込み。それを麟まえ、―層の連機の在り方について検討を行う予定である。
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※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

項目番号 法人名 ´ 事業名 WG積 綸の付記 今後の取饉方針(口書) 具体的な肉=.■ 由(回告)

A-24-(4) 国民生活センター 商品テスト事業

※関係独法や民間
検査機関との有機的
なつながりを構築し、
効果的かつ迅速な商
品テストに結びつけ
る体制を早急に整え
る

さら

D目民生活センターにおいて宙品テストの実童が
ら要と判断した事素について、N『正及びFAMICと
D間で当臓自贔テストの―部を迅速に使日でせる
ようにするため、商品テストを行う具体的な項目に
ついて予め協臓する仕組みを構菫する協定書●
購。
D本件は予算綸量が不要であることから。平成22
学魔中に実海する。

示等に目する技術的■壺を行うこととなつている3
ЭNrrE.FAⅢ Csその他の口係機目の人材。技
版、施設等を有効に活用することで自民生活セン
ターの自品テストの繊籠強化を目るため、各崚田
こおいて可籠tH● ・検壺の現日や協■先等を

A-24く5) IID民生活センター 研修事業
※研修事業(施設)
の廃止を含めた見直
し

旧槙暉事務所の研修菫設については魔止するこ
とを方針とする。このため。24年魔彙までに予定
している東京事務所の移転と―体的に研修施設

濯機 熙倉書J撰‰
車E納 について、関係●口との日整を開始する。
事件は.平成24年度の概算要求に反映させるた
め、平成23年=までに結“を得る。

B-6-(1)

哩化学研究所

新たな研究領域を開拓し科学
技術に飛目的進歩をもたらす
先端的融合研究の推進

※ガバナンスに大き
な問題
※国を含めた研究実
施体制のあり方につ
いて抜本的見直し

鶏陽辮綴腫;鷺晰販認打

8-6-(2)
国家的・社会的ニーズを踏ま
えた戦略的・重点的な研究開
発の推進
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※本資料は、各省庁提出資料から引用しており、関係省庁と調整したものではない。

項目番号 法人名 1事業名 WO結 論の付記 1今後0取颯方針(口書' ■体"な"●・●由t●書)●|●:■|■■111●11:■ll■11=

B-7-(1)

物質・材料研究機構

ナノテクノロジーを活用する新
物質・新材料の創成のための
研究の推進

※独立行政法人、研

穎栗蕎賛舎きお3
で、当腋法人のあり
方を検討

日立研究騰発●口"度 (領称)について検Ht行

閣日顎認鷹酪“乱?在り有
や儡用法人の在り|

(仮称)について、研究開発力強化法鮒用常6彙に定められた機計期目(平成23年
1日会を目遺とした法串提出を目指し績劇t● 1中で、日全体の科学技術戦略との

L行う。なお`日別法人の在り方につι
りつつ、今●a討 していく。
日多準鶴費●め■腱会,■ら=虫 ヽB-7-0)

ヒ会的ニーズに応える材料の
市度化のための研究開発の
性進 :    翻 嘉     ね :盤t静・

嗅:

B-7-(の
研究成果の普及とその活用C
に進、及び物質・材料研究の
中核機関としての活動

B-9-(1)

科学技術振興機構

斬技術創出研究(競争的資金
IB係)

※総合科学技術会
臓のあり方を中心に
科学技術政策を抜本
的見直し

‖鶴 講 盤 盤 驚謁 踏 議 密 牌
自衛=本 計日の中機的実■●口としての法人の
館り方やガバナンスの在り方等について検討.

日立研究開発機関“魔〈仮称)について、研究露発力強化法HHl第6彙に定められた検討期限〈平成23年 1
0月)を麟まえ、次期通常日会を目逮とした法案提出を目指し綸計を行う中で、日全体の科学技術戦略との整

g脚 露 総 駕 艦 殺 雛 解 =:群 ]出 闘 'I驚 :筆 凛 識 錯

・J7に ついて
8-9く 2) 断技術の企業化開発(競争雨

饉金関係)

B-9-(3) 国際研究交流(競争的資金関
係)      ‐

B-12く1) 折
エネルギー・産業技
断総合開発機構

研究開発関連業務(ナショナ
ルプロジェクト事業)

※事業規模の縮減
※特定法人との取引
関係の見直し、研究
開発独法全体の見
直しの中で、特に国・

産総研との関係を含
めて抜本的なあり方
の見直し

野 難
篇詰
み 鐸

智

,●歌者によるプロジェタトであっても。公菫法人
への支出比率の■いプロジェタトについては、公
菫法人向け支出を大幅に開減.

殺 5百浩1死やを    る
0.

」要緊則調冒
ユ)と考えられる36事串(22年度予算200●円)については、平成22年魔をもってNEDOの 事串

r9                    覇
究開発プロジェクトの推進や、スマ=トグリッ降 ど新技
貫した戦略的取り組みの強化や、日臓的なネットワーク

ロ能の強化にリソースを集中特化する。
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項目番号 法 人名 事業名 WG結 論の付“ 今後0な組方針く日書) 具体的な肉●|●由̀口薔)

B-13く 1)

医薬基盤研究所

基盤的技術研究 ※事業規模の縮減
※厚生労働省、特定
法人との関係等を再
整理した上で、ガバ
ナンスの強化、事業
の重点化、事業主体
の一元化という視点
で見直し

争後、研究業務の選択と彙中を国るため、OE●
け策、②颯遭な新藁開発、O晰 興。再翼感彙症対
職ぅの3点に■点を置いて菫曽する。 ●●団体寺とも横組的に意見変彙を行いながら、より、社会的ニーズや日の政

B-13く2) 主物資源研究

HS財 日との日係を菫理するため、綱腱分摯に
'いて,HS財 団との共同事拿から巨案=盤 研究
野自らが実施する形に改める.そのために必勲
L備を平成23年度に行う。

B,13く 3) 基礎研究推進事業
※国等が実施
※厚生労働省、特定
法人との関係、科研
費等との関係、製薬
会社向け支援や当U
法人が実施する必要
性等を再整理した上
で、ガバナンスの強
化、事業主体の一元
fヒという視点で見直
し

・饉療燿書の研究開発支饉をより効率
るよう、体制壺僣等について

薔腱7F究推通事業は、保●医療水準の向上に40喘っ■期的な医薬品・医壼機●の■■的段階における研
究を支援するため、外苺曇員会において二段階の麟正な書壼を行い、優れた研究プロジェクトを三定し、大学
りの研究機口に年度当初に必要な研究費金を提供している.また。E薬 品開発の知"饉 験を有するプログラ
ムオフィサニにより、通拶状況の把担、■菫りに向けた■切な指導・助書を行つており、これらは年度単位で瑣
饉している。

る方向で来年度の構算要求を行つている。今後、新

で、口として目期的な医

3-13く 5) 希少疾病用医薬品等開発推
進業務

目が今後策定する希少疾輌用目“品等の助成
■.助威率についての評●薔準に■づき菫切に
助蔵を行うことにより、日によるガバナンスの強化
を目る.これにより。政燎的な開発支援や開発の
出ゆ状況などによリメリハリをつけた助成を行い、
しつて目主導によるオーファンドラッグの開発支援
ヒ効率的・効果的に実施する。

B-16 建築研究所
建築及び都市計画に係る技術
に関する調査、試験、研究及
び開発等

※独立行政法人改
革の議論の中で基準
作成関連とそれ以外
の研究を整理しつ
つ、旧建設省系の他
の研究所と併せてそ
のあり方を抜本的に
見直す

研究開発について総点検を行い、住宅、一般菫
瞳及び●市に目する●串作成田菫の研究に一月
の■点化・潔化を国る。

研究開発について“点検を行い、

究機口・大学・民間研究機関0との■切な役自分担のもとで、
る。また。自己収入の拡大を目る。
政府で行われている研究開発独立行政法人のあり方に関する

23年度以降についても、

と:こよBJ」

項目とし
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